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Ⅰ．厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

総括研究報告書

水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究 

研究代表者 清塚 雅彦  公益財団法人水道技術研究センター 常務理事

研究要旨

我が国では、水道事業に携わる職員が不足する中、水道システム全体において水質の安

全性を確保しつつ、適正な維持管理を行う手法の導入による経営効率化を図ることが求

められている。

本研究では、水質変動や異常時における早期発見を目的とするシステム導入を目指し

て、監視すべき水質指標を特定し、それらを効率的に監視する技術を開発するとともに、

当該技術を組み込んだ水道システムの評価や改良点等をまとめるもので、具体的には以

下のような 4 つの課題について取り組んでいる。

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測定手法の開発

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早期予測手法の検討

（4）水道システム全体を視野に入れた経済的な水質センサーおよびデータ活用手法の開

発

等

本研究の実施期間は、令和 2 年度から令和 4 年度の 3 ヵ年を予定しており、令和 3 年

度は 3 ヵ年計画の 2 年目である。研究体制は清塚雅彦（水道技術研究センター常務理事）

を研究代表者とし、学識者および水道技術研究センター職員を研究分担者とするととも

に、水道事業体の技術者を研究協力者とした。

令和 3 年度の研究成果の概要は次のとおりである。

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出

自動監視装置における測定データの活用方法や今後の展望を把握すべく、令和 2 年度

にアンケート調査を実施した 31 事業体の中から 9 事業体と自動監視装置を製造する 8 社

に対してヒアリングを実施した。その結果、自動監視装置が浄水処理の指標等として重要

な役割を果たしていることや、十分な実用性を有していることが確認できた。一方で、官

と民ではデータ活用の考え方等にギャップがあり、水道事業の更なる基盤強化のために

は、このギャップの解消が重要であることが確認できた。
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国内外の文献調査では、水質指標項目の連続測定や、深層学習による早期の水質予測等

測定データ利活用、新規水質センサーの開発状況について、キーワード検索によりヒット

した文献の中から、要旨や結論等の内容から当研究の趣旨に該当すると考えられる文献

を選定し最新動向を把握するとともに、課題点の抽出を行った。

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測定手法の開発

 水道において連続的にモニタリング可能な新たな水道指標として三次元蛍光分析に着

目し、文献調査、ヒアリング及び実測調査を実施した。結果、水分野において三次元分析

を利用した研究は 2018 年以降顕著に増加しており、従来の DOM の挙動や消毒副生成物

のモニタリングに加え、バイオフィルムや藻類由来の有機物による消毒副生成物前駆物

質の特定や再生水等の窒素化合物の評価など様々な場面で広く利用されており、有用な

ツールであることが示された。一方、事業体へのヒアリングから導入に際しては多くのデ

ータや煩雑な解析が必要となること、装置の価格や設置場所等、解決すべき問題があるこ

とも確認できた。三次元蛍光分析に関する実測調査からは、蛇口水において降雨やダム放

流による水質変動を検出可能なことや三次元蛍光スペクトルにより油類の種類を判断で

きる可能性が示された。

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早期予測手法の検討

浄水場が保有する残留塩素濃度の時系列データに着目し、長期短期記憶ネットワーク

（LSTM）アルゴリズムにより、給水末端における 3 時間、6 時間、12 時間、24 時間先の

残留塩素濃度予測モデルの構築を試みた他、モデルの構築に必要最小限のデータ量を検

討した。その結果、モデル構築にあたって最適なブロックは 24 時間であり、予測誤差目

標値を±0.025mg/L 以下に収めるためには、予測時間を 6 時間以下にする必要があること

が確認できた。また、6 時間先の残留塩素濃度を LSTM により目標誤差以下で予測するた

めに必要最小限のデータは、残留塩素濃度の 1 時間間隔の時系列データ 4 ヶ月分である

ことがわかった。

（4）水道システム全体を視野に入れた経済的な水質センサーおよびデータ活用手法の開

発

経済的な水質センサーの開発に向けて、計測の簡素化方法、およびそれを可能とする水

質計を提案・検証し、データ伝送・活用方法の提案をすることを目的に、提案に基づき試

作した簡素な水質計を民間施設における給水地点に設置し原理評価を実施するととも

に、課題の摘出とそれに基づく改良を実施した。 
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研究分担者氏名・所属研究機関名および 

所属研究機関における職名 

○ 市川 学・公益財団法人水道技術研究 

センター 主幹 浄水技術部長 

○ 島崎 大・国立保健医療科学院  

上席主任研究官 

○ 鎌田 素之・関東学院大学 准教授 

○ 山村 寛・中央大学 教授 

○ 三宅 亮・東京大学 教授

Ａ．研究目的

我が国では、水道事業に携わる職員が不

足する中、水道システム全体において水質

の安全性を確保しつつ、適正な維持管理を

行う手法の導入による経営効率化が求めら

れている。そこで、水質変動や異常時におけ

る早期発見を目的とするシステム導入を目

指し、監視すべき水質指標を特定してそれ

を経済的に連続監視する技術を開発すると

ともに、当該技術を組み込んだ水道システ

ムの評価や改良点等をまとめることを目的

としている。

Ｂ．研究方法

令和 3 年度は、「（1）水質管理の強化に係

る既存・将来技術の文献調査と課題抽出」

「（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発」「（3）ビッグデータに基づ

く水質変動の早期予測手法の検討」「（4）水

道システム全体を視野に入れた経済的な水

質センサーおよびデータ活用手法の開発」

に取り組んだ。

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

自動監視装置を製造する企業 8 社（A 社

～H 社）および 9 事業体に対してヒアリン

グ調査を実施し、自動監視装置による連続

測定の実施状況や今後の展望、自動監視装

置により得られた連続水質データの利活用

方法および今後の展望等について調査を行

い、官と民の両側からの考え方について整

理を行った。

海外文献調査は国立保健医療科学院内に

て利用可能な学術文献データベース（Web 

of Science Core Collection, JDream Ⅲ, CiNii 

Articles, J-STAGE）を用い、設定したキーワ

ードにて文献検索を実施し、34 文献を選定

した。

国内文献調査は国立保健医療科学院内に

て利用可能な学術文献データベース（CiNii 

Articles, CiNii Books, J-STAGE, NDL Online, 

Google Scholar）を用い、設定したキーワー

ドにて文献検索を実施し、31 文献を選定し

た。

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発 

J-Dream3 または PubMed を用いて、水分

野における三次元蛍光分析の研究事例に関

する文献調査を実施した。文献調査等の結

果を踏まえ、三次元蛍光分析の研究実績が

ある大阪市水道局へ三次元蛍光分析の活用

事例、導入の経緯等についてヒアリングを

実施した。 

三次元蛍光分析の実用可能性を検討する

ため、水源河川における降雨情報や水質事

項に対応する日の試料を選定し三次元蛍光

分析を実施することにより、蛇口水におけ

る水質変化の検出可能性について検討し

た。加えて、河川水に油類を添加し、三次

元蛍光分析による検出が可能かについて基

礎的な検討を実施した。 
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（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

本研究では、神奈川県内広域水道企業団、

および沖縄県企業局の水質データを用いて

残留塩素濃度低減量を予測するモデルを構

築した。水質データは、神奈川県内広域水道

企業団の相模原浄水場出口、上和田給水地

点、西谷給水支店での 2018 年 7 月 1 日から

2020 年 6 月 30 日（2 年間）における 5 分間

隔の残留塩素濃度（mg/L）、水温（℃）、電

気伝導度（mS/m）をデータセット A、2010

年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日（10 年

間）における 1 時間間隔の残留塩素濃度

（mg/L）、水温（℃）、電気伝導度（mS/m）

をデータセット B とした。また、モデルの

汎用性の評価として沖縄県企業局の石川浄

水場を起点として、金武調整池、東恩納調整

池、山城調整池および具志川調整池におけ

る残留塩素濃度低減量を予測するモデルを

構築し、それぞれの調整池での 2018 年 4 月

1 日から 2021 年 3 月 31 日（3 年間）におけ

る 1 時間間隔の残留塩素濃度（mg/L）をデ

ータセット C とした。全データセットにお

いて、異常値の除去及びノイズ除去したも

のを学習・検証に使用した。データセットは

任意の割合でモデル構築用の学習データと

モデル精度検証用のテストデータに分割し

た。

モデル構築作業では、任意時刻における

浄水場出口の残留塩素濃度と給水地点の残

留塩素濃度の差を「残留塩素低減量」とし

て、電気伝導度、水温および残留塩素低減量

を LSTM の入出力値に用いた。

残留塩素低減量予測モデルの精度は、二

乗平均平方根誤差（RMSE）により評価した。

残留塩素の連続測定装置の検出限界値 0.05 

mg/L を勘案して、±0.025 mg/L を許容誤差

範囲とし、この範囲内に予測結果の最大値

が収まることをモデル構築にあたっての目

標とした。

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発等 

簡素化水質計を用いた原理評価により確

認された課題を解決するため、耐水構造の

見直しや、電子回路基板の極小化・内蔵化を

進めた。

また、透過光量変化の信号から、塩素由来

の信号値を補正する方式を新たに提案する

とともに、これらに関するプログラムコー

ドを開発した。

Ｃ．研究成果

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

企業へ「コスト」「維持管理性」「装置の大

きさ」のうち、どれが重要であるかをヒアリ

ングした結果、コストが最も重要で次いで

維持管理性が重要であるという回答が多く

得られた。また、装置導入の際に問合せが多

い事項については、メンテナンス性、導入・

維持管理コストや測定精度が多いとの回答

であり、令和 2 年度に実施したアンケート

調査（以下、令和 2 年度調査と表記。）より

明らかとなった民側が考える重要事項と概

ね一致する結果となった。

また、企業へ水質データの利活用方法に

ついてヒアリングしたところ、ビッグデー

タ解析を実施することで配水傾向を予測す

るシステムを有していると回答した企業が

ある一方で、多くの企業では水質データの
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入手が難しく、利活用が進んでいないとの

回答であった。しかしながら、データが自由

に活用できるのであれば、運転制御の指標

として使用するなどの意見も見受けられ、

データの入手が容易となれば、更なる水質

データの利活用が進むと考えられた。

事業体へのヒアリングからは、濁度や残

留塩素など浄水処理の指標として活用して

いる水質項目がある一方で、データを活用

しきれていない項目があることが確認でき

た。また、自動監視装置に関して期待するこ

とについては、どれだけ人の手間を減らす

ことができるかが重要、装置の導入維持管

理コストが委託費よりも安く抑えることが

できればよいや、自動監視装置の精度を上

げてほしいとの意見が得られ、事業体側は

コストの低減や維持管理性の向上に期待し

ていることが確認できた。

文献調査における連続測定可能な（代替）

水質指標および迅速モニタリング技術につ

いては、微生物指標に関するものが主であ

った。

水質変動の早期予測等測定データ利活用

については、原水、処理工程水、配水過程そ

れぞれにおいて研究事例が報じられていた。

原水においては、水源域における藍藻類お

よび関連水質指標の予測、原水中の濁度予

測や水質項目の予測事例が多く見受けられ

た。処理工程水では、浄水処理の各工程にお

ける処理条件の最適化や自動化について、

機械学習の適用等による検討が行われてお

り、配水過程では水質変化予測、水質異常検

知に関する検討、水道管路の維持管理や水

質管理についての検討が多く報告されてい

た。

新規水質センサーについては、微生物、フ

ッ素や消毒副生成物を対象とした研究が進

められていることが確認できた。

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測

定手法の開発 

 海外における三次元蛍光分析の研究事例

として、PubMed を用い“EEM Drinking water”

および“EEM water”のキーワードで検索し

たところ、2018 年以降、水分野において三

次元蛍光分析を活用した研究事例が増加し

ていることが確認された。

事業体へのヒアリングより、消毒副生成

物の予測、水質事故等に対応できる新たな

手法を検討した結果、消毒副生成物の予測

精度の向上事例が報告されていることや吸

光度及びTOC等とは異なる物質を同定可能

な分析手法であることが三次元蛍光分析の

導入のきっかけであったとの回答を得た。

また、三次元蛍光分析により消毒副生成物

のより詳細な予測や前駆物質の挙動の把握

が可能となったが、浄水処理工程の特性上、

常時監視の必要性が低いことから連続的な

モニタリングは行っていないとのことであ

った。加えて、三次元蛍光分析は、測定自体

は簡便であるが PARAFAC 解析の作業が煩

雑であり、解析ソフトが高価であるとの課

題があるとの回答も得られた。

三次元蛍光分析の実用性を検証するため、

蛇口水の採水および測定を実施した。その

結果、蛇口水では腐食性物質に対応するコ

ンポーネント（C1）に顕著な増加が認めら

れたが、以前に同流域で測定を実施し、

PARAFAC 解析の結果が得られていた C1 以

外の５つのコンポーネントについては大き

な変化は認められなかった。これより、水質

変動を蛇口水でも検出可能であることが示
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された。また、河川水に油類を添加して三次

元蛍光分析を実施した結果、得られた三次

元蛍光分析スペクトルより油類の種類を判

断できる可能性が示された。

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

データセット A 中、入力を残留塩素低減

量、電気伝導度および水温とし、出力を 6 時

間後の残留塩素低減量とした際に、ブロッ

クサイズがモデル精度に及ぼす影響を検討

したところ、上和田給水地点及び西谷給水

地点においてブロックが 12～48 時間で、す

べてのプロットが目標精度である実測値±

0.025mg/L 以内に収まった。特に、ブロック

を 24 時間に設定した際に最も高い精度が

得られた。これは、対象とした地域の水質変

動パターンが 24 時間周期であったことに

起因すると考えられた。一方で、ブロックの

設定を 48 時間または 168時間に設定した際

には、モデルの出力ができなかった。

データセット A 中、入力を残留塩素濃度

低減量、電気伝導度および水温とし、出力を

3、6 および 12 時間先の残留塩素濃度低減

量とした際に、予測時間の増加に伴って精

度が徐々に悪化する傾向が得られた。予測

時間を 12 時間とした際に、一部のプロット

において、実測値±0.025mg/L から逸脱する

点が確認されたが、予測時間を 6 時間に設

定した場合には、すべてのプロットが実測

値±0.025mg/L 以内に収まったことから、よ

り高い精度で予測するには、予測時間 6 時

間が望ましいことがわかった。

モデル構築に最小限必要となる項目を検

討するため、各項目の予測精度に対する影

響を分析した。データセット A を対象とし

て、入力項目のうち残留塩素濃度低減量、電

気伝導度および水温から、電気伝導度を削

除した場合、水温を削除した場合、電気伝導

度と水温を削除した場合の 4 条件で 6 時間

後の残留塩素濃度低減量を予測するモデル

を構築し、予測精度を比較した。入力項目を

残留塩素濃度低減量のみとした場合とその

他の場合の RMSE に大差がみられなかった

ことから、水温と電気伝導度がモデル精度

に及ぼす影響は小さいことが明らかとなっ

た。

モデル構築に必要となるデータ量（デー

タ蓄積期間）について、データセット B を

用いて検討した。入力項目は残留塩素濃度

低減量とし、年度毎に使用するデータを 12

ヶ月分から 1 ヶ月ずつ減少することで、6 時

間後の残留塩素濃度低減量を予測するモデ

ルの精度にデータ量が及ぼす影響を検討し

た。学習データを減少した際に、4 ヶ月分ま

では同程度の精度を維持したものの、3 ヶ月

分になると急激に精度が悪化した。このこ

とから、モデル構築には最低でも 4 ヶ月間

の学習データが必要となることが示唆され

た。4 ヶ月間の学習データについて、1 年の

データを 4 ヶ月毎に区切り開始月と終了月

を変化させてモデルを構築（12 パターン）

することで、精度の悪化を誘発するデータ

群を検索した。その結果、4 ヶ月間の学習デ

ータであっても、用いたデータ期間によっ

て精度が異なることが明らかとなった。

LSTM モデル構築アルゴリズムの汎用性

を検証するため、データセット C を用いて、

ブロックサイズを 24 時間、予測時間を 6 時

間として予測モデルを構築したところ、そ

れぞれの調整池地点における RMSE は目標

精度である±0.025mg/L 以内に収まってい
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た。続いて、モデル構築に必要となるデータ

量とデータの質が予測精度に与える影響に

ついて検討したところ、4 ヶ月分までは同程

度の精度を示したものの、3 ヶ月分になると

急激に精度が悪化した。これらの結果はデ

ータセット B の結果と同様であり、データ

によってモデル精度が変化することが明ら

かとなった。

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発 

防水・耐水構造および電子回路基板の内

蔵化による改良を行った結果、外部からの

水の侵入は無くなり、装置も直径 60mm、高

さ約 350mm まで小型・簡素化された。

また、塩素由来の信号値に吸光度信号を

補正した信号強度補正や流速変化を加味し

た補正を加えることにより、安定した吸光

度信号値を得ることに成功した。加えて、安

定的に信号値を受信できるよう、遠隔にて

自動的に気泡除去動作を行う系を開発した。

上記に加え、水質センサーの代替として、

樹脂ポリイミドフィルムを用いて電極セン

サーを試作した。

Ｄ．考察

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

企業ヒアリングおよび事業体ヒアリング

の結果より、両者ともにコストや維持管理

性を重要視しており、特に事業体では安価

で維持管理が容易かつ高精度で測定できる

装置が望まれていることが確認できた。装

置の性能向上のためには、企業だけでなく、

装置を実際に運用している事業体の意見や

測定データのフィードバック等が重要とな

ることから、企業と事業体との間で今まで

以上に意見交換の場が必要になるものと考

えられた。

また、測定データの利活用については、令

和 2 年度調査において、大学や研究機関に

対し水質データを提供できると回答した事

業体は 11 事業体（11/32＝34％）であり、企

業へのデータ提供となるとさらに低くなる

と考えられ、企業側がデータを活用するの

が難しい現状と一致する。しかしながら、AI

等による水質予測技術の開発のためには、

水道事業体の抱えるビッグデータが必要不

可欠であり、水質予測技術の開発を進めて

いくうえでは、水道事業におけるオープン

データ化が重要となるだろう。

文献調査の結果から、連続測定可能な（代

替）水質指標および迅速モニタリング技術

について、水道水源における酵素活性を用

いた測定では、クリプトスポリジウム等の

病原体との相関性が高く、汚染イベント発

生時の採水が最適化できると考えられた。

また、浄水や配水過程における菌数を対象

としたオンライン型フローサイトメトリー

の適用により、衛生状況の変化が把握でき

ると考えられた。

水質変動の早期予測等測定データ利活用

については、水道水源・浄水処理工程・配水

過程においてオンライン測定データを用い

た水質予測や自動制御が試みられており、

実用化・商品化されている技術も見受けら

れた。深層学習モデルにおける予測精度は

データセットの質や量、データ前処理に依

存するものの、高い評価を受けており、特に

短期長期記憶（LSTM）モデルの予測精度は

優れていた。
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新規水質センサーの開発に関する最新動

向および課題点に関しては、糞便汚染指標

として規制される細菌類や消毒副生成物の

オンライン連続測定に対するニーズが高い

ことが確認できた。消毒副生成物のオンラ

イン連続測定を目的とした電気センサーの

開発が進められているものの、対象物質や

認識物質の長期保持など、技術的な課題が

大きい状況にあった。

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発 

文献検索によると、海外ではこれまで研

究が行われてきた原水中に含まれる天然の

DOM の特性把握やそれらに由来する消毒副

生成物の評価だけでなく、バイオフィルム

や藻類由来の有機物の特性把握、消毒副生

成物の生成ポテンシャルや硝酸対窒素のよ

うな畜産由来の汚染の特定および監視にも

活用されている。一方で、今回文献調査の結

果、本研究と関係性の高いと考えられた論

文の多くが中国で実施された研究であり、

我が国の水道事業体へ適用するには、装置

の確保や測定体制などを検討する必要があ

ると考えられた。 

水道事業体へ三次元蛍光分析を導入する

際の課題として、PARAFAC解析を実施する場

合には一定数のサンプル数が必要であるこ

と、解析に煩雑な操作が必要なことや装置

が高価であるため、単一の項目をモニタリ

ングする目的での導入は難しく、装置のコ

ストダウンや複数項目のモニタリングに活

用するなどの工夫が必要なことが明らかと

なった。 

三次元蛍光分析により油類の種類を判断

できる可能性が示されたが、分析には油類

の濃度として 1ppm 程度が必要であること

から、連続的な油類の監視については分析

方法の最適化とモニタリング箇所の選定等

の課題があることが示された。

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

ブロックサイズがモデル精度に及ぼす影

響を検討した際、ブロックを 48 時間または

168 時間に設定したときにモデルの出力が

できなかったが、これはパラメータが複雑

となりモデルが収束しなかったことが原因

と考えられた。

予測期間がモデル精度に与える影響につ

いて検討した結果、データセット A を用い

て、入力を残留塩素濃度低減量、電気伝導度

および水温とし、出力を 6 時間先の残留塩

素濃度低減量とした際のモデルの予測誤差

は 0.008mg/L となった。これは機械学習を

用いた既往研究における予測誤差と比べ低

い値であり、LSTM による予測精度は既往

研究よりも高いことが示された。

また、データセット A を用いてモデル構

築に最小限必要な項目を検討した結果、水

温と電気伝導度がモデル精度に及ぼす影響

は小さいことが明らかとなった。残留塩素

濃度低減量を予測する物理モデルについて

検討する既往研究においては、水温や電気

伝導度を環境因子とする研究が散見される

が、LSTM により構築したモデルは、これら

の環境因子を参照せずに、残留塩素濃度低

減量の経時変化を捉えることで、将来を予

測していると推測される。

モデル構築に必要となるデータ量の検討

から、用いたデータによってモデル精度が

変化することが明らかになった。
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精度に影響する学習データ特性を検討す

るため、特に精度が高いモデルおよび低い

モデルの構築に用いた学習データについて、

最大値、最小値、中央値、四分位値を算出し

た。精度が高いモデルのデータ分布はテス

トデータの中央値、四分位値とおおむね一

致していたのに対し、精度が低いモデルの

データは中央値、四分位値がテストデータ

と大きくずれていた。このことから、モデル

の適用にあたって、学習データとテストデ

ータの中央値、四分位値を比較することで、

モデルの適否を迅速に評価できる可能性が

示唆された。

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発 

水質計においては、長期的には貯留槽か

ら分析ユニットに至る流路内への汚れや詰

まり等により流動抵抗が増加、流量が変化

する可能性があり、継続的な検証およびア

ルゴリズムの修正が必要である。これらに

ついては、令和 4 年度に実環境における中

長期の設置評価にて検証する予定である。

一方、電極センサーについては、改良した

水質計に実装し、試薬による湿式分析との

相関性の確認や、相補的活用法等について

検証する予定である。

Ｅ．結論

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

自動監視装置が浄水処理の指標等として

水質管理において重要な役割を果たしてい

るとともに、十分な実用性を有しているこ

とが明らかとなった。

しかしながら、企業側へのデータ提供が

難しく、技術開発が進まないという課題が

あることも明らかとなった。水道事業の基

盤強化のためには、水道事業体がデータの

公開や産官学の共同研究への協力等を進め

ていくことに加え、企業側が装置のより一

層の性能向上や水質予測技術の開発を進め

ていくことが重要となるだろう。

国内外の文献調査から、水質指標項目の

連続測定に関しては、迅速に細菌を検出可

能な酵素活性やフローサイトメトリーとい

った測定手法が実施されていることが確認

できた。また、人工衛星等によるセンシング

ならびに画像解析技術により、広域におけ

る水源水質の把握や漏水探知が早期、省コ

ストかつ省力的に実現できる可能性があり、

大いに注目すべきと考えられた。深層学習

による早期の水質予測等測定データ利活用

に関しては、各測定データを活用すること

により、浄水場の運転管理や水質管理のみ

ならず水道事業に係る広汎な業務を支援で

きると考えられた。一方、新規水質センサー

の開発状況については、研究開発は進展し

ているものの、水道事業者のニーズが高い

と想定される消毒副生成物の電気化学セン

サーについては、対象物質や認識物質の長

期保持などに技術的な課題があることが確

認できた。

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発 

水道事業において連続的にモニタリング可

能な水質指標として、三次元蛍光分析に着

目し、文献調査、ヒアリングおよび実測調査

を実施した。結果、水分野において三次元蛍

光分析を利用した研究は 2018 年以降に増
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加しており、従来の DOM 挙動や消毒副生

成物のモニタリングにとどまらず、バイオ

フィルムや藻類由来の有機物による消毒副

生成物前駆物質の特定や再生水等の窒素化

合物の評価など様々な場面で広く利用され

ており、有用なツールであることが確認で

きた。一方、事業体へのヒアリングから、導

入に際しては多くのデータや煩雑な解析が

必要なこと、装置の価格や設置場所につい

て解決すべき課題があることが確認できた。

また、蛇口水に対する実測調査から、降雨や

ダム放流による水質変動を蛇口水でも検出

可能なことや三次元蛍光スペクトルより油

類の種類を判断できる可能性が示された。

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

モデル構築にあたって最適なブロックは

24 時間であり、誤差目標値±0.025mg/L 以

下に収めるには、予測時間を 6 時間以下に

する必要があることが判明した。また、モデ

ル構築に必要最小限のデータは、残留塩素

濃度の 1 時間間隔の時系列データ 4 ヶ月分

であり、この期間のデータを学習させるこ

とができれば、6 時間先の残留塩素濃度を

LSTM により高精度で予測できることがわ

かった。

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発 

センサーデータのポスト処理の品質を確

保しつつ、経済的なセンサーを提案するた

めに、既開発の湿式水質計の採取部と分析

ユニット部を一体化した構成の簡素な水質

計を試作し、民間施設における給水地点に

設置、原理評価を行うとともに、課題の摘出

とそれに基づく改良を実施した。

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表 

1)Dai Simazaki, Takuya Marubayashi, 

Takahiro Yokoi, Akie Watanabe, 

Shigeyuki Nomoto, Manabu Ichikawa, 

Masahiko Kiyozuka, Questionnaire 

Survey on Installation of Online 

Water Quality Monitors and Data 

Utilization for Water Supply Systems 

in Japan, Journal of Water and 

Environment Technology, Vol.20, No.1: 

21 27, 2022. 

2.学会発表 

1)Dai Simazaki, Takuya Marubayashi, 

Takahiro Yokoi, Akie Watanabe, 

Shigeyuki Nomoto, Manabu Ichikawa, 

Masahiko Kiyozuka, Questionnaire 

Survey on Installation of Online 

Water Quality Monitors and Data 

Utilization for Water Supply 

Systems in Japan, Water and 

Environment Technology Conference 

(WET2021)-online 11 Aug 2021, 

Session 2A 2-b. 

2)横井 貴大, 丸林 拓也, 市川 学, 清

塚 雅彦, 島﨑 大, 自動水質監視装置

の利活用の実態と今後の可能性, 日本

水道協会令和三年度全国会議（水道研
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究発表会）オンライン開催, 2022/2/1-

2022/2/28. 

3)山村 寛, 石井 崇晃, 小野 一樹, 市

川 学, 清塚 雅彦, 長短期記憶ネット

ワークによる給配水系統における残留

塩素濃度低減量の予測. 環境工学フォ

ーラム, 環境工学研究論文集, 77 巻 

7 号 p. III_293-III_301, 11 月, 

2021 年. 

4)Yuta Kozuka, Zhou Lu, Tsukuru 

Masuda, Shintaro Hara, Toshihiro 

Kasama, Ryo Miyake, Norifumi Isu, 

and Madoka Takai, “EVALUATION OF 

BACTERIAL ADHESION STRENGTH ON 

ANTIFOULING COPOLYMER FILMS BY 

USING MICROFLUIDIC SHEAR DEVICES”, 

Proceedings of MicroTAS 2021, DOI; 

978-1-7334190-3-1/ TAS2021

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む）

1.特許取得 

（該当なし）

2.実用新案登録 

（該当なし）

3.その他 

（該当なし）
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Ⅱ．厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」

分担研究報告書

水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出（ヒアリング） 

研究分担者 市川 学  公益財団法人 水道技術研究センター 主幹 浄水技術部長

研究要旨

令和 2 年度は 31 事業体にアンケート調査を行い、自動監視装置による水質管理の実態

把握を行った。そこで本年度は追加調査として、測定データの活用方法や今後の展望等を

把握すべく、アンケートを実施した事業体の中から 9 事業体と自動監視装置を製造する

企業 8 社に対しヒアリングを実施した。その結果、自動監視装置が浄水処理の指標等と

して重要な役割を果たしているとともに、十分な実用性を有していることが明らかにな

った。一方、官と民とでデータ活用の考え方にギャップがあることが分かった。そのため

今後は、水道の基盤強化に向けて、水道事業体はデータの公開や産官学の共同研究への協

力を進め、企業は装置の更なる性能向上や水質予測技術の開発を進めることが重要だと

考えられた。 

Ａ．研究目的

現在、水道分野では、水質（代替）指標項

目の連続測定、深層学習等による早期水質

予測、小型で省スペースな水質センサーと

いった、先端的な技術が開発されている。こ

のような連続測定に係る新技術を水道水源

から給水末端に至る水質管理に活用するこ

とで、少ない技術系職員数でも効率的で高

度な水質管理が可能になると考えられる。

しかし、自動監視装置の導入状況は事業体

によって異なることから、連続測定データ

の利活用に関する実態把握が求められてい

る。令和 2 年度は自動監視装置を用いた水

質管理の実態把握及び水質データの利活用

について、全国の水道事業体に対しアンケ

ート調査を行い、その回答から現状及び課

題を明らかにした。そこで令和 3 年度は、

①自動監視装置製造企業へのヒアリングを

行うことで、企業から見た日本の水質管理

の現状や将来の展望を整理すること、②水

道事業体で自動監視装置をどのように役立

てているのか追加ヒアリングを行うことで、

自動監視装置の重要性の把握や得られた情

報の活用方法及びその展望を整理すること

を目的とした。

Ｂ．研究方法

(1) 企業ヒアリング調査 

自動監視装置を製造する企業 8 社（A 社

～H 社）に対して、作成したアンケート票

を事前送付し、対面式を基本としてヒアリ

ング調査を行った。

このヒアリングでは、企業側からの視点

での、自動監視装置による連続測定の実施

状況や今後の展望、自動監視装置により得

られた連続水質データの利活用方法につい
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て調査した。

アンケート票に記載した質問の概要は以

下のとおりである。

・自動監視装置を導入するときや自動監視

装置のメンテナンスする際に、事業体か

らどのような質問が来るのか。

・事業体アンケートで重要とわかった「コ

スト」「メンテナンス性」「装置の大きさ」

について、企業としてはどれが一番の課

題と考えているか。

・自社の装置で測定された水質データの利

活用方法について何か考えていることが

あるか。

・水道の基盤強化に向けて企業として考え

ていることがあるか。

(2) 水道事業体ヒアリング調査 

令和 2 年度にアンケート調査を実施した

32 事業体のうち、9 事業体に対し追加とな

るヒアリング調査を WEB 又は対面式で実

施した。この 9 事業体は、他の事業体では

連続測定していない水質を測定していると

回答のあった事業体や、他の事業体で連続

測定を実施している水質項目を連続測定し

たいと考えている事業体から抽出した。

このヒアリングでは、個々のアンケート

結果に対して、水質の管理値及び管理値を

超えた場合の対応方法、なぜその水質を連

続測定しているのか、装置に関して今後期

待することなどを調査した。 

Ｃ．調査結果

(1) 企業ヒアリング調査 

1) 事業体からの問合せ事項 

表１に自動監視装置の導入時における事

業体からの問い合わせ事項を整理した。導

入時は、イニシャルコストやランニングコ

ストはどのくらいか、測定対象水質をどの

くらいの精度で測定できるか、納入実績は

どのくらいあるか、通信条件はどうか、装置

のメンテナンス性はどうか、装置の大きさ

はどのくらいかという問い合わせが来るこ

とがわかった。そのうち、G社を除く全ての

企業から装置のメンテナンス性についての

問合せが来るとの回答を得た。 

一方で、既に自動監視装置を導入してい

る場合や装置の更新時においては、既に使

用した実績やコストがどのくらい必要だっ

たか等の情報を事業体で持っていると考え

られるため、コストや納入実績、計器の大き

さについて問い合わせは少ないという回答

であった。 

表 1 導入時における事業体からの問い

合わせ事項

表 2 に維持管理時における事業体からの

問い合わせ事項を整理した。多くの企業に

保守点検の方法やその頻度について問い合

わせがあることがわかった。これらの企業

では、装置の維持管理マニュアルを準備し

ている企業が多かった。また、問題が発生し

た際に現場に駆け付けることのできる体制

を整える、企業の教育を充実させる、交換す
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る部品の予備を常に在庫しておくなど、緊

急時の体制を充実させている企業が多かっ

た。一方、装置部品のユニット化を進めた企

業では、装置導入後のメンテナンスの問い

合わせはほぼないとの回答であった。

表 2 維持管理時における事業体からの

問い合わせ事項

保守点検

方法頻度

緊急時体

制と連絡
保守費用

部品消耗

品の有無

A ○ ○ ○

B ○ ○ ○

C ○ ○

D ○ ○

E ○

F ○

G ○ ○ ○

H ○

2) コスト・維持管理性・装置の大きさ

表 3 に「コスト」と「維持管理性」と「装

置の大きさ」ではどれが重要であるかヒア

リングした結果を整理した。コストが最も

重要で、次いで維持管理性が重要であると

いう回答が多かった。また、維持管理性を向

上させるために設備のユニット化を進める

とコストが上昇するなど、コストと維持管

理性のトレードオフの関係に対して気を遣

っている状況が明らかとなった。大きさに

ついては、給配水末端など設置スペースが

限られるところでは重要になるのではとい

う回答があったが、課題であると回答した

企業はあまりなかった。

表 3 重要な課題と考えるもの

コスト 維持管理性 大きさ

A 重要課題 重要課題 重要課題

B 最重要課題 重要課題 少し重要

C ― 最重要課題 ―

D 最重要課題 重要課題 ―

E 重要課題 最重要課題 ―

F 重要課題 重要課題 少し重要

G 最重要課題 ― ―

H 最重要課題 ― ―

 ― は言及なし

3) 水質データの利活用方法 

水質データの利活用方法については、ビ

ックデータ解析を実施することで配水傾向

を予兆するシステムを持っている企業や、

測定データから装置の状態を判断すること

に使えないかと考えている企業があった。

その一方で、測定された水質データは事業

体のものであるため、装置を導入している

からといって、企業単独で水質データを用

いて解析するということはなかった。

また、企業の研究をベースとしてデータ

をどのように分析するか、どのように利活

用するかが事業体でもわかるよう HP にて

公表している企業もあった。

水質データが公表され自由に使えるとし

た場合、運転制御の指標として利用する、運

転支援のために利用する、水質異常の自動

検知に利用するという回答があった。また、

現状では人が水質データを確認したのち、

手動で処理を変更している事業体が多いこ

とから、研究が進むことさらに多くの装置

を自動で処理を制御できるのではないかと

いう意見もあった。
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4) 事業体からの要望 

事業体から装置に関してくる要望は、安

くして欲しい、メンテナンスを容易にして

欲しいという既に明らかとなっている課題

に加え、水質の測定下限値をもっと下げて

欲しい、流入水の自動モニタリングとその

モニタリングデータを水処理に反映させる

システムを作って欲しい、装置のサブスク

リプション化ができないか考えて欲しい、

浄水処理困難物質の測定ができないかとい

ったものがあった。一方で、事業体からの要

望は特にないという回答が複数企業であっ

た。

5) 今後の展望 

水道の基盤強化に向けて企業として考え

ていることとしては、蛍光波長を利用して

油分・藻類・濁度などを測定し将来予測に利

用する、水処理を最適化するために水質デ

ータを使う、専用水道や小規模水道に最適

化した装置を考えている、ろ過水濁度を上

昇させる水中の粒子を励起蛍光波長にて選

択的に測定する技術の実装を目指している、

データは予知保全に使うことで維持管理の

効率化を図る、測定精度を保ちながら安価

な装置を作る、情報のデジタル化を進める

手助けをするなどが挙げられた。一方、現状

としては具体的に考えている事はない、と

回答した企業もあった。

その他、企業として事業体に対し、コロナ

禍となったことにより直接話せる機会が減

ったため、何かしらの形で議論する時間を

設けたい、実証実験を一緒に行うためのフ

ィールドがあれば提供して欲しいなどの要

望も挙げられた。

(2) 事業体ヒアリング調査 

1) 特定の水質項目について 

他の事業体では連続測定していない、も

しくは、連続測定している事業体が少なか

った水質として、ピコプランクトン、フッ素

化合物、フェノール、酸化還元電位、3次元

蛍光励起波長、カビ臭物質を対象とした。 

ピコプランクトンについては、連続監視

により、前々塩素や前塩素、後 PAC などで

迅速に対応できるようになったことに加え、

人への負荷が低減されたという回答があっ

た。また、メンテナンスも特段難しいことを

行っていないとのことだった。さらに、非生

物粒子や生物粒子など様々なデータが取れ

ることから、今後の研究開発にも利用でき

る可能性が示唆された。 

フッ素化合物については、火山の噴火に

より高くなり、通常の処理では処理できな

いため連続測定していた。通常時は測定下

限値未満のため値が 0 を示すが、年に数回

は噴火の影響を受けるため取水停止してい

る状況であった。 

フェノールについては、水質基準の一つ

であり流入したら問題となるため連続測定

しているとのことだった。現状では流入し

た実例がないことも明らかとなった。 

酸化還元電位については、導入経緯が資

料に残っておらず、何を目的として導入し

たのかは不明であったが、おそらくダム水

源の水質変動をいち早く検知し、浄水処理

を支障なく行うことを目的としていたと考

えられるとのことだった。 

3次元蛍光励起については、消毒副生成物

発生量を推定できないかという研究段階で

あり、まだ実浄水場での運用はしていない

とのことだった。 
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カビ臭物質については、連続測定により

現在のような人による測定の手間を省けた

との回答があった。その一方で、装置のメン

テナンス回数が多く必要となったとの回答

も得られた。 

2) その他一般的な水質項目について 

その他の連続測定している水質の利用に

ついては、原水、処理工程水、給配水のそれ

ぞれで様々な使われ方がされていることが

明らかとなった。 

原水での水質測定では、水温が 4℃以下と

なることで凝集しにくくなるため攪拌強度

を変えて対応する、高濁度発生時は凝集剤

注入量を増価させたり取水量を減らしたり

して対応する、大雨などでアルカリ度が低

下したときはアルカリ剤を追加し対応する、

植物プランクトンなどにより原水 pH が上

昇した場合には酸剤を注入して pH を下げ

てから処理を行う、電気伝導度やアンモニ

ア態窒素の連続測定により粉末活性炭を注

入して対応するか判断する、油分や油膜を

検知した場合は粉末活性炭処理を行う、な

どに活用されていた。 

処理工程水での水質測定では、水温によ

ってフロックの出来が変わるので測定して

いる、pH 調整がうまくできていないとろ過

砂からマンガンが溶出し色度が上昇するこ

とがあるので測定している、紫外線吸光度

を測定することで有機物がどのくらい処理

できているか判断する、DO の低下は活性炭

吸着池の生物活性に影響するので測定して

いる、油事故やアンモニア態窒素が流入し

た場合は残留オゾン濃度を増やし全てオゾ

ンと反応させて対応する、微粒子数を測定

することによりろ過砂や活性炭の交換の判

断を行っている、などに活用されていた。 

給配水での水質測定では、給配水時の水

温によって残留塩素濃度の消費量が変わっ

てくることがわかっているので測定してい

る、消火栓の操作や配管工事等で給水末端

の濁度や色度が高くなることがあるので測

定している、滞留時間が長いところでは pH

が上昇することがあるので捨水の判断のた

めに測定している、確実な残留塩素濃度確

保のため連続測定している、などの回答が

得られた。 

3) 今後の期待 

装置に関して今後期待することとしては、

自動監視装置の導入によりどれだけ人の手

間を減らすことができるかが重要、装置の

導入維持管理コストが委託よりも安く抑え

ることができればよいと思う、装置によっ

ては異常を検知してからの再度使用できる

ようにするまでのメンテナンスに手間がか

かることが課題、自動監視装置と手分析と

の値の乖離が大きくなることがあるので精

度を上げて欲しい、などの回答が得られた。

Ｄ．考察

(1)自動監視装置の重要性について 

企業ヒアリング及び事業体ヒアリングの

回答結果を確認すると、残留塩素濃度や濁

度といった水質項目は、浄水処理の指標と

して活用しているとの回答があり、これは、

アンケート調査で運転管理の重要度大と回

答があった項目と一致していた。また、多く

の装置は、円滑に運用できており、部品交換

頻度などは増えるものの、無人施設でも運

用できている状況であることが明らかとな

った。以上の結果から、自動監視装置は水質
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管理において重要な役割を果たしていると

ともに、十分な実用性を有していることが

分かった。そのため、原水水質の急変や職員

減少といった課題を抱える水道業界におい

ては、水質管理の高度化や省力化に向けて、

積極的な自動監視装置の活用が望まれる。 

ただし、原水系の装置ではメンテナンス

性、給配水系の装置ではコストが課題とし

てあげられていた。また、かび臭やバイオセ

ンサー等、特定の装置に関しても、メンテナ

ンス性や精度に課題があった。そのため、自

動監視装置の更なる普及を進めるには、装

置自体のより一層の性能向上が求められる。 

また、装置の性能向上のためには、企業だ

けでなく、装置を実際に運用している事業

体の意見や、場合によっては共同研究も不

可欠となると考えられるため、企業と事業

体との間で今まで以上に意見交換の場が必

要となるものと考えられた。 

(2)連続測定データの利活用 

事業体では連続測定を実施しているが、

そのデータを浄水処理に活用できていない

との回答も散見された。測定場所とのタイ

ムラグが原因との回答もあったため、連続

測定を効率的に実施するには、装置の設置

場所も重要であると考えられた。

また、浄水処理の指標としている場合で

も、人の判断によるとの回答が多くなって

いた。そのため今後は、運転管理の効率化に

向け、AI 等による水質予測技術の開発等が

望まれると考えられた。

一方で、企業においては、データを解析し

て機器の自動制御や配水量の予測等に使い

たいと考えている会社もあった。しかし、水

質データが得られず、なかなか技術開発が

進みにくい状況も明らかとなった。これは

令和 2 年度に実施したアンケートで、大学

や研究機関に対し水質データを提供できる

と回答のあった事業体が 11 事業体（11/32＝

34%）であったこともあり、企業へのデータ

提供となるとさらにデータ提供しにくい状

況と一致している。AI 等による水質予測技

術の開発等のためには、水道事業体の抱え

るビックデータが必要不可欠となるため、

行政データをオープンデータ化する流れが

水道事業でも起これば、今後の発展につな

がるだろう。

表 4 大学や研究機関に対し水質データ

の提供が可能かどうか（R2 年度結果）

(3)装置の小型化 

事業体には給水末端で人の手による毎日

検査を安価で小型な機器で代用したいとの

意見もあった。企業では装置の小型化はそ

こまで重要視されていない状況であり、事

業体と企業の間でのギャップがみられた。

今後は、水道事業の現場での省力化に向け、

安価な小型装置の技術開発が求められると

考えられるが、更なるニーズ調査等も必要

だろう。

(4) 事業体と企業のギャップ 

(1)～(3)までの考察をもとに、事業体と企

業のギャップを表 5 にまとめた。自動監視

装置の重要性については、事業体及び企業

ともに一致していたが、データ活用・今後の

回答 事業体数

可能 11

要相談 11
不可 6
未回答 4
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展望・装置で重要なこと、といった点ではギ

ャップがみられた。

事業体と企業とでは他にも、事業や責任

の対象が異なっている。事業の対象として

は、事業体は基本的に水道事業に焦点を絞

っているが、企業はより幅広い分野で事業

展開している。また、責任の対象としては、

事業体は給水対象となる市民に対して責任

を持つが、企業は購入した事業体に対して

責任を持つ。このような、事業や責任の対象

といった違いが、事業体と企業とのギャッ

プにつながったと考えられた。

表 5 事業体と企業とのギャップ

データ活用 

【事業体】全てを活用できているとは言

い切れず、データ活用の余地を持ってい

る

【企業】データを活用してより良い製品

やシステムを作りたい気持ちがあるが、

使えるデータがない

今後の展望・期待 

【事業体】省コスト化、省メンテナンス

化

【企業】装置の更なる性能向上、測定デ

ータをもとにしたシステム開発、事業体

との積極的な意見交換

装置で重要なこと 

【事業体】コスト、メンテナンス性、装置

の大きさ

【企業】コスト、メンテナンス性

Ｅ．結論

自動監視装置を製造する企業 8 社に対し

ヒアリングを行うことで、企業から見た現

状の水質管理や将来の展望を整理した。ま

た令和 2 年度にアンケート調査を行った 9

水道事業体に対し追加ヒアリングを実施

し、自動監視装置の重要性の把握や得られ

た情報の活用方法及びその展望を整理し

た。

その結果、自動監視装置が浄水処理の指

標等として水質管理において重要な役割を

果たしているとともに、無人施設でも円滑

な運用が可能である等、十分な実用性を有

していることが明らかとなった。

また、企業はデータ活用を望んでいるが

データ入手が難しく、逆に事業体では膨大

なデータ全て活用しきれていない現状が明

らかとなった。このように、データ活用の

考え方にギャップがあることが分かったた

め、今後は官と民での積極的な意見交換等

が必要だと考えられた。

更には、今後の水道の基盤強化のため、水

道事業体はデータの公開や産官学の共同研

究への協力を進め、企業は装置のより一層

の性能向上や水質予測技術の開発を進める

ことが重要となるだろう。

Ｆ．研究発表 

1.論文発表 

1）Dai Simazaki, Takuya Marubayashi, Takahiro 

Yokoi, Akie Watanabe, Shigeyuki Nomoto, 

Manabu Ichikawa, Masahiko Kiyozuka, 

Questionnaire Survey on Installation of Online 

Water Quality Monitors and Data Utilization 

for Water Supply Systems in Japan, Journal of 

Water and Environment Technology, Vol.20, 

No.1: 21–27, 2022. 
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2.学会発表 

1）Dai Simazaki, Takuya Marubayashi, Takahiro 

Yokoi, Akie Watanabe, Shigeyuki Nomoto, 

Manabu Ichikawa, Masahiko Kiyozuka, 

Questionnaire Survey on Installation of Online 

Water Quality Monitors and Data Utilization for 

Water Supply Systems in Japan, Water and 

Environment Technology Conference 

(WET2021)-online11 Aug 2021, Session 2A 2-

b. 

2）横井 貴大, 丸林 拓也, 市川 学, 清塚

雅彦, 島﨑 大, 自動水質監視装置の利活用

の実態と今後の可能性, 日本水道協会令和

三年度全国会議（水道研究発表会）オンライ

ン開催, 2022/2/1-2022/2/28.

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む）

1.特許取得 

（該当なし）

2.実用新案登録 

（該当なし）

3.その他 

（該当なし）
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Ⅱ．厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」

分担研究報告書

水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出（文献調査） 

研究分担者  島﨑 大  国立保健医療科学院 上席主任研究官

研究要旨

国内外の文献調査に基づき、水質指標項目の連続測定や、深層学習による早期の水質予

測等測定データ利活用、新規水質センサーの開発状況について最新動向を把握し、課題点

を抽出した。従来の培養法による指標微生物に加えて、迅速に細菌を検出可能である酵素

活性やフローサイトメトリーといった測定手法の適用が実施されていた。人工衛星によ

るセンシングならびに画像解析技術により、広域における水源水質の把握や漏水検出等

が、従来よりも大幅に期間を短縮し省コストかつ省力的で実現できる可能性があり、大い

に注目すべきと考えられた。深層学習技術を用いた水道事業における各測定データの利

活用により、浄水場の運転管理や水質管理のみならず水道事業に係る広汎な業務を支援

できると考えられた。各種新規水質センサーの研究開発が進展しているものの、水道事業

者のニーズが高いと想定される消毒副生成物の電気化学センサーについては、対象物質

や認識物質の長期保持など依然として技術的な課題が大きい状況にあった。 

Ａ．研究目的

 水質（代替）指標項目の連続測定や、小型

水質センサー等の導入、深層学習等による

早期水質予測といった先端的な開発技術を

水道水源から給水末端に至る水質管理に活

用することで、水道事業体の限られた技術

系職員数であっても効果的かつ効率的な水

質管理が可能となり、さらには従来よりも

高度な水質管理が可能になると考えられる。

本年度は、海外および国内の文献調査に基

づいて、①連続測定可能な（代替）水質指標、

②水質変動の早期予測等測定データ利活用、

③新規水質センサーの開発に関する最新動

向および課題点を抽出し、明らかにするこ

とを目的とした。

Ｂ．研究方法

(1)海外における既存・将来技術の文献調査

国立保健医療科学院内にて利用可能な学

術文献データベース（Web of Science Core 

Collection, JDream III, CiNii Articles, J-STAGE）

を用い、下記キーワードにて文献検索を実

施した。

○共通 水道、水質：

{drinking OR potable} AND water AND quality 

○指標 自動・遠隔・連続・オンライン測定：

indicator AND {automated OR remote OR 

online} AND monitoring 

○機械学習

{machine OR deep} AND learning 

○自動・遠隔・オンラインセンサー 開発
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{automated OR remote OR online} AND 

sensor AND development 

ヒットした 194 文献のうち、要旨や結論

等の内容から判断して、当研究の趣旨に該

当しない文献を除外し、34文献を選定した。

(2)国内における既存・将来技術の文献調査

②水質変動の早期予測等測定データ利活

用に関しては、国内の研究開発や実用事例

等も情報収集の対象に加えた。国立保健医

療科学院内にて利用可能な学術文献データ

ベース（CiNii Articles, CiNii Books, J-STAGE, 

NDL Online, Google Scholar）を用い、下記キ

ーワードにて文献検索を実施した。

○共通：

{水道 OR 水質 OR 浄水} 

○機械学習・データ利活用：

{機械学習 OR 深層学習 OR ディープラ

ーニング OR AI ORニューラルネットワー

ク} 

当研究の趣旨に該当しない文献を除外し、

31文献を選定した。

Ｃ．調査結果

(1)連続測定可能な(代替)水質指標および迅

速モニタリング技術

i)微生物指標

従来の大腸菌や一般細菌、従属栄養細菌

といった微生物指標は、糞便汚染や細菌現

存量の指標として意義があるものの、いず

れも培養法に依存しているため、測定に時

間を要する、コロニー生成能を有する細菌

のみを評価している等の課題がある。

大部分の大腸菌が特異的に保有する、β

グルクロニダーゼ(GLCU)活性を指標とし

て、大腸菌の迅速測定法の開発を検討した

事例が報じられている 1-3)。この中で、Burnet

らは GLCU活性を指標とした市販の大腸菌

連続モニタリング装置と自動採水装置を組

み合わせた。カナダ国ケベック州の水道水

源域を対象に、GLCU 活性が上昇した際に

自動的に採水を行ったところ、大腸菌、バク

テロイデス 3 種、クリプトスポリジウムお

よびジアルジアが同時かつ大幅に増加する

ことを確認した。同手法は、突発的な水源の

糞便汚染のデータを効率的に収集する際に

有用であるとした 3)。

一方、オンライン型フローサイトメトリ

ーを用いた、全菌数のリアルタイム連続測

定手法の適用も試みられている 4-5)。Adomat

らは、複数のバンクフィルトレーションの

現場や限外膜ろ過プラントを対象として、

フローサイトメトリーによる浄水中の細菌

の計数値を他の酵素的検出法(ATP法、ALP-

TEA法)による評価値と比較し、差異につい

て考察を行った。特に限外膜ろ過プラント

では、細菌数の日中変動が大きいことが判

明し、細菌モニタリングのあり方について

さらなる検討を要するとした 4)。Favere ら

は、実規模の配水管網内を対象としてフロ

ーサイトメトリーによる測定を行い、Bray-

Curtis 指数による類似度評価を組み合わせ

ることで、配水管網内の異常検知に適用で

きる可能性を示した 5)。

 人工衛星の画像を用いた広範囲の水源水

域モニタリングの試みも報告されている。

Keith ら は 、 Landsat-8 Operational Land 

Imager(OLI)センサーを用いて、藻類増殖の

指標としてクロロフィル a 濃度の推定を試

行した。OLI センサーの空間分解能は 30m

であった。OLIのスペクトルバンド 1,3,5を

組み合わせた 3 バンドの反射率補正アルゴ
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リズムを用いたモデル式により、湖沼のク

ロロフィル a濃度を正確に推定できた（R2

値は 0.66、二乗平均誤差値 8.9µg/L）。米国

内の 2水源 (ノースカロライナ州 Jordan湖、

ロードアイランド州貯水池)を対象として、

クロロフィル a 濃度の空間変動および時間

変動を予測可能とした 6)。

 他に、Pardo-Iguzquizaらは、開発途上国の

遠隔地など定期的な採水が困難である地域

等を想定し、ネットワーク最適化により採

水箇所の適正配置を行う手法を提案した 7)。

Goffin らは、下水処理水中に含まれる溶存

有機物の常時監視を目的に、パリ市内の

EEM-PARAFAC 解析手法の適用を検討、溶

存態 BOD5の予測が可能であるとした 8)。

(2)水質変動の早期予測等測定データ利活用

i)原水

 浄水処理において支障となるなど、留意

すべき水質項目を対象に、水道原水中の水

質予測を行った研究事例が報じられている。

海外においては、水源域における藍藻類

および関連水質指標の予測 9,10)や、原水中の

濁度予測 11-13)が多く見受けられた。前者と

して、Gandolaらは顕微鏡画像から藍藻毒産

生種を含む各藍藻類を形態等の各パラメー

タから自動判定定量するアルゴリズムを開

発し、人手による従来の判定手法と比較し

て迅速に定量可能とした 9)。Leeらは、韓国

の 4 主要河川における藻類発生予測に回帰

分析および複数の深層学習モデル(MLP:多

層パーセプトロン,RNN:リカレントニュー

ラルネットワーク, LSTM:長期短期記憶)を

適用し比較した。各河川の貯水池における 1

週間の水質・水位・水量データを基に、翌週

のクロロフィル a濃度を予測し、RSME(root 

mean square error)により実データと比較、予

測精度を評価したところ、LSTM モデルは

クロロフィル a濃度の予測精度が最も高く、

実際の濃度変動に追随できていた 10)。後者

として、Zhangらはランダムフォレスト（RF）

モデルを用い、水道水源である中国・太湖の

濁度予測を行った。風速、風向、気温、降雨

を入力データとして、3年間の毎時測定デー

タを入手し、四分位値棄却等のデータ処理

を施した。パラメータ最適化の後、予測値と

実測値の相関係数は 0.7 以上であり、予測

値の 55%以上が実測値と比較して 20%以内

の誤差範囲となった 13)。その他、流域の土

地利用形態が原水中の病原体の存在に与え

る影響評価への機械学習の適用 14)や、地下

水中の水質評価への適用例 15)があった。

 国内においても、同様に水道の水質管理

において重要となる水質項目の予測事例が

報じられていた。石井らは浄水場が保有す

る原水水質データを活用し、FFANN（Feed 

Forward Artificial Neural Network）および

LSTM（Long Short-term Memory）によりカ

ビ臭物質濃度を短期予測するモデルを開発

し、3時間後のカビ臭物質濃度の短期予測を

可能とした 16)。神部らは、多摩川を対象と

してニューラルネットワークを用いた河川

の上流・中流・下流を示す水質パラメータの

抽出を行った 17,18)。微生物指標に関して、

小林らはサポートベクターマシン（SVM）

による河川水中大腸菌濃度のリアルタイム

予測の実現性に関する計算機実験 19)、大石

らは階層ベイズ推定法等による環境水中の

ウイルス自然死滅モデルの構築 20)を行った。

また、水道水源ではないものの、富栄養湖の

溶存酸素濃度予測 21)、沿岸域の赤潮発生予

測 22)、港湾部の COD 予測 23)の事例があっ
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た。一方、水害対策等の観点から、河川水位

予測手法 24-26)や、流域水収支モデルのパラ

メータ最適化 27)、高濁度発生時の流況画像

分類に基づく河川モニタリングへの適用事

例 28)が報告されていた。

ii)工程水

 浄水処理の各工程における処理条件の最

適化や自動化について、機械学習の適用等

による検討が行われていた。

海外においては、Ratnaweera らはオンラ

イン水質測定および機械学習等を用いた凝

集過程の自動制御手法に関するレビューを

行った 29)。これまでに検討された手法は、

①原水データを用いたフィードフォワード

制御、②処理工程水または浄水データを用

いたフィードバック制御、③多変量解析、人

工ニューラルネットワークモデル(ANN)、

ファジー理論モデル等を用いた凝集剤注入

率決定であった。また、よく用いられる水質

データは流量、pH、濁度、懸濁物質、UV吸

光度等であった。凝集過程の安定性向上や、

凝集剤使用量の低減による薬品・汚泥処理

コスト縮減が期待できるとした。Uptonらは、

機械学習の一つである分類回帰木

(Classification and regression tree approach: 

CART)アルゴリズムを用い、実際の浄水場

におけるろ過池の運用データやろ過水濁度

データ等に基づいて、ろ過水濁度 0.1NTUを

超過するろ過性能低下の因子および関連す

る条件をモデル化した 30)。浄水処理におけ

る水質制御に関して、消毒副生成物の生成

プロセスのモデル化 31)や、前駆物質の蛍光

スペクトル解析への適用 32)が行われていた。

さらには、高度処理による微量化学物質の

制御に関して、オゾン処理における低減予

測 33)や粒状活性炭ろ過における除去効率の

構造活性に基づく予測 34)が試みられていた。

Li らは、浄水処理工程を対象とした人工知

能および機械学習技術の適用に関するレビ

ューにおいて今後の課題として、対象とす

る汚染物質をスクリーニングし特定するた

めの効果的な特性評価データの取得、なら

びに、浄水場全体の管理を支援するための

マクロモデルおよび判断スキームの確立を

挙げた 35)。

一方、国内では、凝集沈殿プロセスの制御

に関する検討が多く実施されていた。山村

ら 36)、鈴木ら 37)、林ら 38)はいずれも凝集フ

ロック画像の機械学習に注目し、山村らお

よび鈴木らは畳み込みニューラルネットワ

ーク解析による沈降性予測モデルならびに

凝集後濁度予測モデルの構築を、林らは凝

集の自動制御をそれぞれ試みた。陰山らは、

膜ろ過の前処理として凝集剤の最適注入率

制御を目的に、ニューラルネットワークを

用いて膜ろ過抵抗変化のモデルを開発し、

逆洗直後のろ過抵抗の変化を良好に推定可

能とした 39)。平林らは、浄水処理の各薬品

注入プロセスを対象に、ランダムフォレス

トモデルを用いた注入率予測をプラント規

模で実証した 40)。その他、AIを用いた魚に

よる水質監視支援システムの構築 41)、ハロ

酢酸生成能の機械学習モデルの検討が報告

されていた。

iii)送配水

 海外においては、送配水過程の水質変化

予測や水質異常検知に関する検討が多く報

告されていた。前者として、Mohammed ら
43)は、ベイジアンネットワークモデルを用

い配水管内の全菌数と各水質データ間の関

23



係や気象データへの依存性を評価したとこ

ろ、気温、夏季、降水量、残留塩素、水温、

アルカリ度、電気伝導度が全菌数と強い相

関を示した。また、全菌数を予測する深層学

習(LSTM)モデルを構築、配水管内の水質デ

ータに加えて気象データを組み込むことで

予測精度は向上した。水道水質項目および

気象項目のオンラインセンサーと深層学習

モデルを組み合わせることで、配水過程の

微生物学的水質の管理に資すると結論した。

Speightらは、機械学習技術のうち自己組織

化マップ（self-organizing maps:SOM）を用い

て英国 3 水道会社の全国規模データセット

のマイニングを行い、鉄溶出による色度上

昇の主たるメカニズム（残塩濃度低下、硝

化、無ライニング鋳鉄管の腐食）を特定した

44)。また、Mounceらは、配水過程における

鉄による着色障害に注目し、ランダム アン

ダーサンプリング ブースティング

(RUSBoost)の適用により着色障害の発生リ

スクを DMA 単位で評価した 45)。後者とし

て、Arnon らはリアルタイム紫外吸光光度

分析と機械学習を組み合わせた早期汚染検

出アルゴリズムを開発し、低濃度の汚染を

極めて低い擬陽性率にて検出できたとした

46)。Xu らは、飲用可能再生水のクロスコネ

クションのリアルタイム検出を目的に、既

往の水質センサーおよび機械学習を組み合

わせた検出システムを構築した 47)。Dogoら

は、送配水過程を対象とした機械学習の適

用に関するレビュー文献において、これま

でに古典的な機械学習手法を用いて数多く

の研究が報告されており、近年の深層学習

技術や IoT 等センサー技術、ビッグデータ

解析技術の進展により新たな展開を迎えて

いること、一方、深層学習モデルの予測精度

はネットワーク深度や教師データの量に大

きく依存することを指摘した 48）。また、

Ngouna らは欠損が多いデータセットから

水質汚染事例を検出する手法について検討

を行い、工業界において実績がある

Prognostics and Health Management (PHM)手

法が適用可能であるとした 49)。

 一方、国内においては、水道の管路維持管

理や水質管理、といった実務に則した様々

な実践的な検討が見られた。例として、配水

管網における残留塩素濃度の推定モデルの

構築 50,51)や、漏水監視 52,53)、水圧管理 54)、

バルブ異常検知 55)、水需要予測 56)や流量予

測 57)であった。また、送水系運転支援シス

テムの構築を目的とした運転ノウハウの抽

出 58)、埋設管の位置推定 59)や地震被害位置

の推定 60)など、今後の技術者不足をふまえ

た運用管理の省力化や自動化に関する検討

も見受けられた。

(3)新規水質センサーの開発に関する最新動

向および課題点

i)微生物

Simoesら 61)は、独自のオンサイト型連続

蛍光光度センサーを開発し、トリプトファ

ン様物質の蛍光検出による、大腸菌群濃度

の推定手法を検討した。L-トリプトファン

溶液と E.coli 培養液の各蛍光スペクトルを

比較し、励起波長 280nm、蛍光波長 330nm

と設定してセンサーを作成した。発光部に

は UV-LEDを用いた（高さ 19cm,直径 10cm）。

実験室内での L-トリプトファン標準物質を

用いた試行では、検出下限濃度は 4.89nM

（≒0.1μg/L）となった。再現性も良好であ

った。現場での試行では、大腸菌群との相関

性が他の現場型センサー（濁度,pH,電気伝導
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度,色度）よりも高かった。水源水域におけ

る、微生物汚染の早期警戒システムに適用

できると考えられた。Offenbaume ら 62)は、

糞便汚染指標として用いられている大腸菌

E.coliならびに腸球菌を対象とし、現在の監

視方法や将来的な課題に関する 150 論文を

対象としたレビューを行った。各論文にて

採用されていた測定法は、①メンブランろ

過法、②培養法、③定性/定量 PCR 法、④

DNAプローブ法、⑤吸光光度法、⑥蛍光光

度法（3次元蛍光分析法、フローサイトメト

リー）、⑦バイオセンサー法（電気化学法、

試験紙法、マイクロラマン分光法）、⑧ATP

生物発光検出法、⑨酵素活性検出法、⑩自動

現場測定バイオセンサー法、⑪可搬型バイ

オセンサー法であった。この中で、各バイオ

センサー法やフローサイトメトリーは 1 時

間以内で測定結果が得られるとされた。一

方、各培養法は 24時間程度を要した。いず

れの手法も、水道原水に含まれる夾雑物に

よる検出感度の低下や、他の細菌による検

出特異性の低下、採水や測定に係る労力が

課題であった。また、Hansenらはマイクロ

流体デバイス型の ATP常時測定装置を開発

し、2.5pg/mL の検出下限値を達成した 63)。

ii)フッ素

Ameerら 64)は、水中のフッ素（フッ化物）

イオンを対象とした、各測定法や将来的な

課題等に関するレビューを行った。現在の

主要なフッ素イオン測定法は、①分光光度

法、②イオンクロマトグラフ法、③滴定法、

④比色法、⑤電気化学法（イオン電極法）な

どであるものの、いずれも、正確性や安定性

等の面からフッ素イオンの常時オンライン

測定には適していないとした。一方、研究開

発の段階ではあるものの、化学センサー

（chemical sensor）の進展によりフッ素イオ

ンの高感度かつ特異的な迅速測定が可能に

なるとした。変換器（transducer）の種別に

より、①質量感受性（mass sensitive）センサ

ー、②電気化学（electrochemical）センサー、

③光学（optical）センサーに大別され、いず

れも WHO 飲料水水質ガイドラインの指標

値である 1.5mg/L 付近ないしはそれ以下の

濃度のフッ素イオンが検出可能であるとし

た。一例として、酸化グラフェンとアルミニ

ウムを交互嵌合した電極により、0.1-10ppm

の範囲の水中フッ素イオンが検出できると

の事例があった。

iii)消毒副生成物

Zhang ら 65)は、電気化学センサーを用い

た水中の消毒副生成物（DBPs）の検出法に

関する過去 10 年間の研究動向についてレ

ビューを行った。DBPs の認識については、

酸化還元たんぱく質（ヘモグロビン、ミオグ

ロビン等）、ポルフィリン含有金属錯体、酵

素類（西洋ワサビペルオキシダーゼ等）、分

子インプリンティングポリマーが使用され

ており、対象とする DBPはほとんどがトリ

クロロ酢酸（TCA）のみであった。電極の作

成については、金属類を使用した例は限ら

れており、多くの場合グラファイト等の炭

素類が使用されていた。特に、電子移動速度

の面で有利であることから、カーボンイオ

ン性電極（carbon ionic liquid electrode）が多

用されていた。シグナル出力については、サ

イクリックボルタンメトリーの使用事例が

多かった。その他に、差分パルスボルタンメ

トリー、矩形波ボルタンメトリー、アンペロ

メトリー等が使用されていた。今後の研究

開発における課題として、トリクロロ酢酸

以外の DBPsへの適用（NDMA等）、複数の
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DBPsの同時測定、DBPs認識たんぱく質や

酵素類の長期的な保持、応答時間の明確化

と短縮が挙げられた。

Ｄ．考察

(1)連続測定可能な(代替)水質指標および迅

速モニタリング技術

従来の培養法による指標微生物に加えて、

迅速に検出可能である測定手法の開発と適

用が行われていた。水道水源の糞便汚染指

標として、ほとんどの大腸菌に固有である

β-D-グルクロニダーゼ（GLCU）活性を連

続測定し、自動採水に適用する事例が見ら

れた。クリプトスポリジウム等の病原体と

の相関性が高く、汚染イベント発生時の採

水が最適化できると考えられた。

浄水や配水過程を対象としたオンライン

型フローサイトメトリーの適用により、水

源変更や季節変化に伴う細菌の再増殖等、

衛生状況の変化が把握できると考えられた。

人工衛星による多波長スペクトル画像の

活用を通じて、広範囲の水源水域における

藻類等の増殖のモニタリングが容易になる

と考えられた。

(2)水質変動の早期予測等測定データ利活用

水道水源・浄水処理工程・配水過程におい

てオンライン測定データの利活用による多

様な水質予測や自動制御が試みられており、

実用化・商品化されている技術も一部に見

受けられた。

データセットの質や量、データ前処理に

依存するものの、深層学習モデルによる予

測精度は全般に高く評価されており、中で

も短期長期記憶（LSTM）モデルの予測精度

は優れていた。

浄水場の運転管理や水質管理に加えて、

漏水管理・水圧管理、水需要予測、バルブの

異常検知など、水道事業に係る広汎な業務

を支援できると考えられる。

(3)新規水質センサーの開発に関する最新動

向および課題点

大腸菌や腸球菌など糞便汚染指標として

規制される細菌類のオンライン連続測定に

対するニーズは高い。既往のセンサー技術

のうちトリプトファン様物質を対象とした

蛍光検出法やバイオセンサー法の実用化が

有力と考えられた。

フッ素イオンは飲料水の安全性において

優先度が高く、現在、イオン電極法等により

選択的な検出が可能である。一方で、現場で

の簡易測定を目的とした試験紙等の開発が

進められていた。

消毒副生成物のオンライン連続測定を目

的とした電気化学センサーの開発が進めら

れているものの、対象物質や認識物質の長

期保持など、技術的な課題が大きい状況に

あった。

Ｅ．結論

国内外の文献調査に基づき、水質指標項

目の連続測定や、深層学習による早期の水

質予測等測定データ利活用、新規水質セン

サーの開発状況について最新動向を把握し、

課題点を抽出した。従来の培養法による指

標微生物に加えて、迅速に細菌を検出可能

である酵素活性やフローサイトメトリーと

いった測定手法の適用が実施されていた。

また、人工衛星等によるセンシングならび

に画像解析技術により、広域における水源

水質の把握や漏水検出等が、従来よりも大
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幅に期間を短縮し、省コストかつ省力的で

実現できる可能性があり、大いに注目すべ

きと考えられた。深層学習技術を用いた水

道事業における各測定データの利活用によ

り、浄水場の運転管理や水質管理のみなら

ず水道事業に係る広汎な業務を支援できる

と考えられた。各種新規水質センサーの研

究開発が進展しているものの、水道事業者

のニーズが高いと想定される消毒副生成物

の電気化学センサーについては、対象物質

や認識物質の長期保持など依然として技術

的な課題が大きい状況にあった。

Ｆ．研究発表 

1.論文発表 

  （該当なし）

2.学会発表 

 （該当なし）

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む）

1.特許取得 

（該当なし）

2.実用新案登録 

（該当なし）

3.その他 

（該当なし）
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Ⅱ．厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）

「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」

分担研究報告書

連続測定が可能な水質指標の特定と測定手法の開発

研究分担者 鎌田 素之 関東学院大学理工学部 准教授

研究要旨：

水道使用量減少や技術者の不足から今後，水道の水質面において様々な問題の発生が懸

念され，それらに対応可能なモニタリング技術が必要となっている．本年度は連続的にモ

ニタリング可能な水質指標として三次元蛍光分析に着目し，文献調査，ヒアリングおよび

実測調査を実施し，三次元蛍光分析の有用性と実用に向けた課題について検討を行った．

結果，有機物のトレンドや配水管網における汚染イベントの検出に関する研究例もあり，

三次元傾向分析は連続モニタリング可能な新たな水質指標の候補として有用であると考

えられる．

Ａ．研究目的 
人口減少や節水機器の普及により水道水の

使用量の減少が進んでおり，今後，様々な対

応が求められる．また，水道事業に関わる技

術者の数も減少しており，特に中小の事業体

において顕著であり，より効率的なモニタリ

ングや水質管理が求められている．本研究で

は，水道事業において連続的な測定のニーズ

が高い水質項目を把握し，その分析手法の現

状と課題を明らかにすることを目的として，

三次元蛍光分析に着目し，水分野における実

用例に関する文献調査を行うとともに実際に

分析を行い，実用の可能性について検討する．

加えて，水道事業体を対象にヒアリングを実

施し，現状と導入における課題について整理

を行った．

Ｂ．研究方法 
1)三次元蛍光分析に関する文献調査 

連続測定が可能で新たに実用可能な測定項

目として三次元蛍光分析に着目して文献調査

を実施した．具体的には国内の文献に関して

は J-Dream3を利用し，海外の文献に関しては
PubMed を利用し，水分野における三次元蛍
光分析の研究事例に関する文献を収集し，内

容を検討した．

2）三次元蛍光分析に関する水道事業体へのヒ

アリング 

 文献調査等の結果を踏まえ，国内で三次元

蛍光分析の利用実績のある水道事業体として

大阪市水道局を選定し，三次元蛍光分析の活

用事例，導入の経緯等についてヒアリングを

実施した．

3）三次元蛍光分析に関する実測調査 

三次元蛍光分析の実用可能性を検討するた

め蛇口水を継続的に採取し，水質事故や降雨

等のイベントにおけるモニタリングの可能性

について，基礎的な検討を行った．具体的に

は横浜市内 3箇所の蛇口水を継続的に採取し，
水源河川における降雨情報や水質事故に対応

する日の試料を選定し，三次元蛍光分析を実

施することで，蛇口水における水質変化の検

出可能性について検討した．加えて，河川水

に油類を添加し，三次元蛍光分析による検出

が可能かについて基礎的な検討を実施した．

Ｃ．研究結果及びＤ．考察 
1)三次元蛍光分析に関する文献調査 

海外における三次元蛍光分析の研究事例と

して，PubMed を用い“EEM Drinking water”
および“EEM water”のキーワードで検索を
実施したところ，2018 年以降，“EEM &
Drinking water”では 56件の文献が該当し，年
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間 10件以上の文献が公表されていた．また，
“EEM  & water”では459件の文献が該当し，
年間 100 件以上の文献が公表されており，
2018年以降，水分野において三次元蛍光分析
を活用した研究事例が増加していることが確

認できた．水道分野における研究事例として

は Water Researchに 6 件，Chemosphere に 5
件，Science of the Total Environmentに 7件，
そ の 他 に Environmental Pollution ，
Spectrochimica Acta Part A に複数の論文が掲
載されていた．

Water Research では DOM の季節変動やこ
れに伴う消毒副生成物挙動に関する知見が多

かった．例えば，TahirMaqbool（2020）1）では

三次元蛍光分析を用い，深川市（中国）3つの
浄水場において腐植様物質（C1）とタンパク
様物質（C2）の 2つのコンポーネントに着目
し，これらの季節変動や浄水処理過程におけ

る除去性について継続的な調査を実施した．

その結果，雨季は腐植様物質が多い一方，乾

季はタンパク様物質が多く，腐植様物質は化

学的処理および塩素処理によって良好に除去

され，タンパク様物質は物理的処理によって

優先的に除去されることが示されていた．こ

れは三次元傾向分析で水源に存在する DOM
の季節的変動とこれらの除去性の評価が可能

な事を示している．Tahir Maqbool（2020）2）

では中国南部の 10の浄水場において N-ニト
ロソアミンと N-ニトロソジメチルアミン生
成能（NDMA-FP）を評価しており，原水およ
び浄水の NDMA-FP は，雨季では低く，乾季
では高いことを示し， EEM-PARAFAC 解析
を活用することで，雨季には腐植様物質（C1）
が主要であるのに対し，乾季にはタンパク質

様成分（C2）が主要であり，多くのN-ニトロ
ソアミンは、タンパク様物質（C2）との強い
関連性があり，連続的な三次元蛍光分析によ

り消毒副生成物の季節変動や原因物質の変化

を評価できることを示している．また，Weixin 
Shi (2021)3)は，上水および下水分野のDOM評
価における三次元蛍光分析と高分解能質量分

析のレビュー論文である．34の論文を引用し，
DOMの評価におけるEEM-PARAFAC解析や
FT-ICR-MSの重要性を示すとともに，DOMの
組成の変化や各処理工程における除去性の評

価に三次元蛍光分析が有用なツールであるこ

とを示している．

Chemosphere では Water Research 同様，
DOM の特性や浄水処理プロセスにおける除

去性に関する論文が見られたが，Lei Li（2020）
4）では，工水を対象として消毒副生成物生成

へのバイオフィルムの寄与について検討して

いる．バイオフィルムを約半年間にわたって

培養し，連続的に三次元蛍光分析を実施する

ことで消毒副生成物の前駆物質はタンパク様

成分（約 90％），腐植様成分（約 10％）とな
り，特にトリプトファン様物質はDBP生成能
と強い相関関係を示していた．この研究では

EEM-PARAFAC 解析によってバイオフィル
ム構成成分の生体分子特性の監視が可能であ

り，本解析がバイオフィルム由来の微量な有

機物から生成する消毒副生成物の予測にも有

用であることを示している．

Science of the Total Environmentでは，他の
ジャーナル同様，DOM のモニタリングや季

節変動，浄水処理過程における消毒副生成物

との関係性について論じている研究が多く見

られたが，Yunpeng Wang(2021)5)では，三次元

蛍光分析を用いて，浄水処理過程におけるニ

トロソアミン（NA）生成に関してMicrocystis 
aeruginosa （ M.aeruginosa ） と Cyclotella 
meneghiniana（C.eneghiniana）の 2つの藻類の
寄与について調査している．反応時間，藻類

細胞濃度，クロラミン濃度，藻類細胞成分（細

胞破片（CD），細胞内有機物（IOM），細胞外
有機物（EOM））を評価し，反応時間と藻類細
胞濃度が NA生成に寄与しており，特に可溶
性微生物代謝物（SMP）とタンパク様物質が
主要な細胞成分であることを三次元蛍光分析

より明らかにし，藻類由来の有機物の解析に

ついても三次元蛍光分析が有用であることを

示している．また，Tahir Maqbool(2021)6）では，

三次元蛍光分析を用いて蛇口水の連続的なモ

ニタリングを実施し，蛇口水から検出される

DOM は雨季には腐植物質が多く，乾季には

タンパク質様の物質が優勢であることを示し

ている．また，DOMの組成と濃度から水源の
違いも評価できることを示しており，季節変

化や水源の特性を考慮した浄水処理の運転条

件最適化に三次元蛍光分析が有用なツールに
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なることを示している．

また，Water Research の Yuanzheng Zhang
（2021）7）では, 三次元蛍光分析を用いて畜産
由来の地下水汚染評価を行っている．地下水

は汚染度が異なる 3つのクラスターに分類で
き，トリプトファン様物質とNO3-の汚染がク

ラスターごとに異なっていることを明らかに

し，畜産由来の地下水汚染を特定，監視する

ことが可能であると結論付けている．文献調

査の結果，三次元蛍光分析は，海外ではこれ

まで研究が行われてきた原水中に含まれる天

然の DOMの特性把握やそれらに由来する消
毒副生成物の評価だけでなく，バイオフィル

ムや藻類由来の有機物の特性把握，消毒副生

成物の生成ポテンシャルや硝酸態窒素のよう

な畜産由来の汚染の特定および監視にも活用

されている．一方で，今回文献調査の結果，

本研究と関係性の高いと考えられた論文の多

くが中国で実施された研究であり，我が国の

水道事業体への適用可能性については，装置

の確保や測定体制などを慎重に検討する必要

があると考える．

国内では木村（2020）8）において，山間部

の浄水所における降雨時のフミン質に由来す

る消毒副生成物の水質基準値超過に対するリ

スク解消のために三次元蛍光分析を活用して

いる．蛍光強度と色度及び消毒副生成物の生

成能の関係性や生成能を推定する式の導出に

より，色度による生成量の制御を可能とし，

消毒副生成物の生成量の制御に活用している

事例が紹介されている．春田（2020）9）では，

三次元蛍光分析を活用することで，桂川にお

いて下水処理場放流水からのタンパク質様ピ

ークを有する蛍光負荷が大きいことを明らか

にしている．浄水処理過程にて分解・除去さ

れる蛍光物質は，塩素系トリハロメタン生成

能の減少と相関があることも示しており，粒

状活性炭（以下 GAC）処理水の蛍光強度は
GAC の適切な品質管理の指標の一つとして
活用できる可能性や水質事故による異常の有

無および影響範囲の迅速な判断に活用できる

ことを紹介している．春田（2021）10）では，

三次元蛍光分析法を活用して，A重油，軽油，
灯油の 3 種について EEM-PARAFAC 解析に
より成分の分離に成功している．精製水，原

水に油類を添加した実験でも高い相関性が得

られており，揮発により一部成分の減少を認

めているが，揮発後も一定の規則性が見られ，

迅速な判別が可能であることを示しており，

水質事故における有用なツールとなり得るこ

とを紹介している．

2）三次元蛍光分析に関する実施に関するヒア

リング 

 文献調査の結果をうけて，国内で三次元蛍

光分析による知見の蓄積が進んでいる事業体

として大阪市水道局を選定し，ヒアリングを

実施した．三次元蛍光分析の導入のきっかけ

として消毒副生成物の予測，水質事故等に対

応できる新たな手法を検討した結果や消毒副

生成物の予測精度の向上の事例が報告されて

いることや吸光度および TOC 等とは異なる
物質を同定可能な分析方法であることから三

次元蛍光分析を導入し，研究を進めている旨

の回答を得た．導入によって改善された点と

課題に関しては，消毒副生成物の予測につい

て三次元蛍光分析により消毒副生成物のより

詳細な予測や前駆物質の挙動の把握が可能と

なったが，大阪市では高度浄水処理を実施し

ていることから前駆物質の除去が可能であり，

各処理工程における消毒副生成物や関連する

前駆物質の挙動が一度把握できれば常時監視

の必要性が低いことから連続的なモニタリン

グは実施していない旨の回答を得た．また，

三次元蛍光分析は，測定自体は簡便であるが

PARAFAC 解析の作業が煩雑であり，専用の
ソフトを使用する事で簡便に解析が行えるが

ソフトが高価であることが課題との回答を得

た．油類の監視に関しては，主に水質事故等

による油類の流入を想定して検討を進めてき

たが，油類の種類の特定等の検証には有用で

あることが確認できた．一方で，油類の検出

後に適切な対応を取るためには浄水場ではな

く，取水施設等でモニタリングする必要があ

るが，現在，市販されている装置では設置場

所等が制限されることから常時監視への適用

には至っていない旨の回答が得られた．更に，

油類に関しては臭いが問題となるが，三次元

蛍光分析の油類の検出感度は臭気試験や官能

試験等と比べて必ずしも十分ではなく，物質

によっては課題があるとの回答を得た．今後，
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水道事業体において三次元蛍光分析を導入す

る際の課題として，PARAFAC 解析を実施す
る場合には一定数のサンプルが必要であるこ

と，解析に煩雑な操作が必要なことから有効

に活用できる事業体は限られることや現時点

では装置が高価であることから単一の項目を

モニタリングする目的での導入は難しく，装

置のコストダウンや複数項目のモニタリング

を活用するなどの工夫が必要なことが明らか

になった．ヒアリングの結果，三次元蛍光分

析を用いた研究は一定の成果が得られており，

有用な手法であることは確認できたが，水道

事業体における常時監視においては解決すべ

き課題も多いことが明らかになった．

3）三次元蛍光分析に関する実測調査 

三次元蛍光分析の実用性を検証するため蛇

口水を連続的に採水し，測定を実施した．採

水期間において，大きな水質事故はなく，事

故による水質変化の検証は行えなかった．降

雨に関しては 8 月に積算雨量が 100mm を超
える継続的な降雨が確認され，蛇口水の水源

となる河川においてはダムの放流も行われた．

降雨後，蛇口水では腐食性物質に対応するコ

ンポーネント（C1）に顕著な増加が認められ
たが，以前に同流域で測定を実施し，

PARAFAC解析の結果得られたC1以外の5つ
コンポーネントについては大きな変化は認め

られなかった．測定事例が限られるが，降雨

やダム放流による水質変動を蛇口水でも検出

可能であることが示された．また，ヒアリン

グの結果も踏まえ，河川水に油類を添加して

三次元蛍光分析を実施した結果，得られた三

次元蛍光スペクトルより油類の種類を判断で

きる可能性が示されたが，分析には油類の濃

度として 1ppm 程度が必要であることから，
連続的な油類の監視については分析方法の最

適化とモニタリング箇所の選定等の課題があ

ることが確認できた．

Ｅ．結論 
水道において連続的にモニタリング可能

な新たな水質指標として，本年度は三次元蛍

光分析に着目し，文献調査，ヒアリング，実

測調査を実施した．結果，水分野において三

次元分析を利用した研究は 2018 年以降顕著

に増加しており，従来の DOMの挙動や消毒
副生成物のモニタリングにとどまらず，バイ

オフィルム由来の有機物や藻類由来の有機物

による消毒副生成物前駆物質の特定や再生水，

地下水の窒素化合物の評価など様々な場面で

広く利用されるなど，有用なツールとして広

く使われていることが示された．一方で，事

業体へのヒアリングの結果，導入に際しては

多くのデータや煩雑な解析が必要となること，

装置の価格や設置場所について解決すべき問

題があることも確認できた．
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分担研究報告書

ビッグデータに基づく水質変動の早期予測手法の検討

研究分担者 中央大学 山村 寛

研究要旨

塩素注入量は、現在、高度な技術を持つ職員が経験に基づいて注入量を決定している

が、大量のベテラン職員の退職と職員数の減少などから、経験に依存しない、新しい塩素

注入量管理手法が求められている。本研究では、浄水場が保有する残留塩素濃度の時系列

データに着目し、時系列の濃度変化の傾向を学習することで、数時間先の残留塩素濃度を

推測できる予測モデルの構築を目的とした。具体的には、長期短期記憶ネットワーク

（LSTM）アルゴリズムにより、3時間、6時間、12時間、24時間先の残留塩素濃度予測

モデルの構築を試みた他、モデルの構築に必要最小限のデータ量を検討した。

モデル構築にあたって最適なブロックは 24時間であり、誤差目標値±0.025 mg/L以下

に収めるには、予測時間を 6時間以下にする必要があることが判明した。また、モデル構

築に必要最小限のデータ量は 4 月～7 月の 4 ヶ月間の残留塩素濃度低減量であることが

わかった。以上より残留塩素濃度の 1時間間隔の時系列データが 4ヶ月分準備できれば、

6時間先の残留塩素濃度を LSTMにより予測できることがわかった。

A. 研究目的 

日本では、水道法において蛇口における

残留塩素濃度を 0.1 mg/L以上に維持するこ

とが義務づけられている 1)。塩素消毒は高

い消毒効果を長時間にわたって持続できる

一方で、浄水処理施設で注入された塩素消

毒剤が配水管・配水池ならびに給水管を経

由して給水栓や一般家庭等の蛇口に到達す

る間に、水中のフミン質やアンモニア態窒

素、配水管の管路壁面や表面に付着した生

物膜などとの化学反応により、徐々に残留

塩素濃度が希薄化する。給水栓や蛇口で残

留塩素濃度 0.1 mg/Lを維持するためには、

配水中に消費される残留塩素量を勘案した

上で、浄水場での塩素注入量を決定する必

要がある 2-4)。

塩素消毒剤と水中の有機物が反応するこ

とで、トリハロメタンをはじめとする消毒

副生成物が生成される。水質管理目標設定

項目では残留塩素濃度が 1 mg/L以下となる

ように設定されている他、総トリハロメタ

ン濃度が 0.1 mg/L以下となるように水質基

準項目が定められている 1)。神奈川県内広

域水道企業団では、消毒副生成物の抑制も

考慮した残留塩素濃度の管理値を各給水地

点で季節別に定めており、現状、高度な技
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術を持つ職員が経験に基づいて適宜、塩素

注入量を判断している。日本は、2008年に

人口がピークに達した後、徐々に人口が減

少する人口減少社会に突入した。浄水場の

職員数も徐々に減少しており、2030年まで

には、2000年比 30％程度職員が減少すると

予測されている 5)。特に、高度な技術を持つ

ベテラン職員の大量退職を控えており、こ

れらの技術と経験の継承が重要な課題とな

っている 5)。既存施設を持続的に維持・管理

していくためにも、職員の技能や経験に依

存しない、新しい浄水場の運転管理手法が

求められている。そこで、本研究では配管

内の残留塩素濃度の低減量を予測するモデ

ルの構築に挑戦する。予測モデルが構築で

きれば、高度な技術を持った職員の判断を

必要とせず、正確かつ迅速な塩素注入量の

設定を自律的に最適化できるようになると

期待する。

これまで、配管内の残留塩素予測を目的

として、様々な物理モデルが構築されてい

る 6-10)。代表的なものとして、米国 EPA が

提供する EPANETが世界中の水道事業者に

利用されており、滞留が存在しない配管で

は比較的正確に残留塩素濃度の予測が可能

とされる 9)。一方で、貯水槽や滞留を伴う配

管および二次枝管などについては既存モデ

ルの適用が難しいことが指摘されている 9)。

Abokifaら 9)は、既存の物理モデルに確率需

要発生器を接続することで、水需要の変動

による滞留時間の変化を組み込んだ確率モ

デルを開発したが、既存モデルよりも精度

が向上した一方で、塩素注入制御に足る精

度には至っていない。

神奈川県内広域水道企業団は、神奈川県

内の４事業体（神奈川県営水道、横浜市水

道局、川崎市上下水道局、横須賀市上下水

道局）へ浄水を給水する特別地方公共団体

図-1 神奈川県内広域水道企業団が管理する浄水場と給水地点。本研究では相模原浄水

場から上和田および西谷給水地点までに低減する残留塩素量を予測するモデルを構築した

38



である。浄水処理された水は、42ヶ所の給

水地点を経由して、各事業体に供給されて

おり、各給水地点において、基本的な水質

項目が連続的に監視されている（図-1）。よ

って、神奈川県内広域水道企業団は、浄水

場の出口に加え、各給水地点において、基

本的な水質に関する連続監視データを保有

していることになる。これらの膨大なデー

タセットを活用することで、給水地点にお

ける残留塩素濃度を高精度に予測しうるモ

デルが構築できるものと期待する。

ビッグデータを利用した制御方法として、

ニューラルネットワークを用いたモデル構

築が挙げられる。計算機の進化に伴って、

ニューラルネットワークの中間層を時系列

の前後で接続することで、時系列変化のパ

ターンを学習するリカレントニューラルネ

ットワーク（RNN: Recurrent neural network）

が開発され、様々な分野で将来予測に利用

されている。Bowdenら 10)は、南オーストラ

リア、アデレード南部の配水システムを対

象として、浄水場出口、ポンプ場、給水地点

での残留塩素データを使用して RNN によ

る 72 時間後の残留塩素レベル予測モデル

表-1 モデル構築に用いたデータセットの概要

図-2 LSTMネットワーク概要

データセットA：5分間隔の2年分データ

全データ 欠損値 異常値
30分にデータを圧縮+

移動平均算出後
学習データ テストデータ 平均値 最小値 最大値

残留塩素 210528 0 129 0.73 mg/L 0.64 mg/L 0.87 mg/L

水温 210528 0 0 16.7 ℃ 0 ℃ 26.5 ℃

電気伝導度 210528 0 130 16.5 mS/m 12.1 mS/m 18.4 mS/m

残留塩素 210528 0 103 0.67 mg/L 0.49 mg/L 0.80 mg/L

水温 210528 0 2 17.0 ℃ 0 ℃ 30.3 ℃

電気伝導度 210528 0 68 17.6 mS/m 12.4 mS/m 19.0 mS/m

残留塩素 210528 0 67 0. 64 mg/L 0.55 mg/L 0.81 mg/L

水温 210528 0 1 17.2 ℃ 0 ℃ 29.0 ℃

電気伝導度 210528 0 66 16.0 mS/m 12.7 mS/m 19.9 mS/m

データセットB：1時間間隔の10年分データ

全データ 欠損値 異常値 移動平均算出後 学習データ テストデータ 平均値 最小値 最大値

残留塩素 87672 0 19 0.75 mg/L 0.63 mg/L 0.89 mg/L

水温 87672 0 2 16.32 ℃ 5.2 ℃ 27.0 ℃

電気伝導度 87672 0 43 16.6 mS/m 12.5 mS/m 19.2 mS/m

残留塩素 87672 0 22 0.68 mg/L 0.54 mg/L 0.88 mg/L

水温 87672 0 3425 16.78 ℃ 0 ℃ 30.2 ℃

電気伝導度 87672 0 3508 17.2 mS/m 12.8 mS/m 21.7 mS/m

残留塩素 87672 0 1701 0.67 mg/L 0.49 mg/L 0.87 mg/L

水温 87672 0 1485 16.61 ℃ 4.1 ℃ 28.9 ℃

電気伝導度 87672 0 1561 17.5 mS/m 12.3 mS/m 22.7 mS/m

データセットC：1時間間隔の3年分データ

全データ 欠損値 外れ値 移動平均算出後 学習データ テストデータ 平均値 最小値 最大値

石川 残留塩素 26304 0 0 26280 17520 8760 1.11 mg/L 0.93 mg/L 1.32 mg/L

金武 残留塩素 26304 0 0 26280 17520 8760 0.65 mg/L 0.40 mg/L 0.83 mg/L

東恩納 残留塩素 26304 0 15 26280 17520 8760 0.92 mg/L 0 mg/L 1.10 mg/L

山城 残留塩素 26304 0 2 26280 17520 8760 0.92 mg/L 0.76 mg/L 1.25 mg/L

具志川 残留塩素 26304 0 9 26280 17520 8760 0.79 mg/L 0.45 mg/L 1.47 mg/L

上和田 87648 74500 13148

西谷 87648 74500 13148

5255

相模原 87648 74500 13148

5255

上和田 35088 29833 5255

相模原 35088 29833

西谷 35088 29833
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を構築した結果、R2=0.96の精度で予測する

ことに成功している。本モデルは、浄水場

出口および給水地点前段の塩素濃度を把握

する必要があるため、残留塩素濃度の連続

測定装置を多数備えた地域に限定されるこ

とが欠点として挙げられる。実用性の高い

モデル構築には、さらに簡潔なデータセッ

トによる予測モデルが必要とされる。

近年、特に長期間の予測を目的として、

RNNの隠れ層に CEC(constant error carousel)

を設置することで、入力ゲート、出力ゲー

ト、忘却ゲートによって、過去から引き継

いだデータを必要に応じて取得・修正・消

去できる特徴を持つ長短期記憶（LSTM: 

Long-short term memory）モデルが開発され

た（図-2）。Xuan-Hien Leら 11)は、LSTMに

よってベトナムの洪水予測モデル構築に挑

戦している。1961年から1984年の24年間、

上流地点の降雨量と流量を入力値として、

下流地点における 3 日後の流量を予測する

モデルを構築した結果、95%以上の予測精

度が得られている。LSTM により精確な予

測結果を得るには、ブロック（もしくは、タ

イムステップ）と予測時間を適切に設定す

る必要がある。ブロックは 1 ユニットの時

系列データの範囲を示す値であり、水質変

動の周期に合わせて設定する必要がある。

水質変動の周期よりブロックが短すぎると

変化のパターンが単調になり、特徴を捉え

られずに、モデル精度の低下を招く。一方

で、水質変動の周期よりブロックが長すぎ

る場合、変化のパターンが多すぎるため、

全てのトレンドを学習するには膨大なデー

タ量が必要となる。

以上の背景から、本研究では神奈川県内

広域水道企業団が保管する浄水場と給水地

点における膨大なデータセットを活用して、

3 12 時間先の給水地点における残留塩素

濃度を予測しうるモデルを構築する。モデ

ル構築にあたって、時系列データの将来予

図-3 データセット A、Bの 2019年 6月における残留塩素濃度，水温，電気伝導度の

1ヶ月変動(図中，異常値除去後の値を示す) 
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測に有効な RNNモデルのうち、長期間の予

測モデル構築に優れる LSTMモデルを利用

する。具体的には、データの前処理アルゴ

リズムを検討すると共に、モデルの各種パ

ラメータ、データ種、データ数が予測精度

に及ぼす影響について検討する。また、沖

縄県企業局が保管する浄水場と調整池地点

における膨大なデータセットを活用して、

モデルの汎用性を評価した。

B. 研究方法 

モデル構築に利用したデータ 

本研究で使用したデータは、水道技術研

究センターの協力の下、神奈川県内広域水

道企業団、および沖縄県企業局より提供頂

いた。図-1に示す通り、神奈川県内広域水

道企業団は相模川、酒匂川で取水した水を

6ヶ所の浄水場で浄水している。沖縄県企業

局はダムより取水した水を 5 ヶ所の浄水場

で浄水している。

本研究では、相模川および酒匂川の 2 河

川を水源とする相模原浄水場を基点として、

約 15km 先に位置する上和田給水地点（平

均給水量約 7,500m3/hr）、および矢指調整池

を経由して約 20km 先に位置する西谷給水

地点（平均給水量約 75,000m3/hr）における

残留塩素濃度低減量を予測するモデルを構

築する。上記の 2 給水地点は、通常、相模

原浄水場からのみの給水となっている。相

模原浄水場出口、上和田給水地点、西谷給

水地点での 2018年 7月 1 日から 2020 年 6

月 30日（2年間）における 5分間隔の残留

塩素濃度（mg/L）、水温（℃）、電気伝導度

（mS/m）（以下データセット Aと表記する）

図-4 データセット Cの 2018年 4月における残留塩素濃度の 1ヶ月変動

(図中，異常値除去後の値を示す) 
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と、2010年 4月 1日から 2020年 3月 31日

（10年間）における 1時間間隔の残留塩素

濃度（mg/L）、水温（℃）、電気伝導度（mS/m）

（以下データセット Bと表記する）を使用

した。また、モデルの汎用性の評価には、久

志浄水場処理水、漢那・金武・山城ダムを水

源とする石川浄水場を基点として、金武調

整池、東恩納調整池、山城調整池、および具

志川調整池における残留塩素濃度低減量を

予測するモデルを構築した。それぞれの調

整池での 2018年 4月 1日から 2021年 3月

31 日（3年間）における 1 時間間隔の残留

塩素濃度（mg/L）（以下データセット Cと表

記する）を使用した。使用したデータセッ

トの特徴（平均値、最大値、最小値）を表-

1にまとめる。データセット A、Bは、以下

の方法で異常値の除去およびノイズを除去

したものを学習・検証に使用した。異常値

の除去は、箱ひげ図を用いて、上限＝95%点

+四分位範囲（IQR）×3、下限＝95%点-IQR

×3として、極端にトレンドから外れた値を

除外した後に、前後の値で線形補間した。

データセット Cは、以下の方法で異常値の

除去およびノイズを除去したものを学習・

検証に使用した。異常値の除去は、箱ひげ

図を用いて、上限＝75%点+四分位範囲（IQR）

×3、下限＝25%点-IQR×3 として、極端に

トレンドから外れた値を除外した後に、前

後の値で線形補間した。表-1 中に除外した

異常値数を示す。データセット Aは、30分

間隔に変換することでデータ量を圧縮した。

データノイズを除去するため、前後 12時間

の 24時間移動平均を算出することで、平滑

化処理を実施した。

データセット A、B の平滑化処理前の各

項目の 2019年 6月における 1ヶ月変動を図

-3、データセット Cの平滑化処理前の各項

目の 2018年 4月における 1ヶ月変動を図-

4に示す。残留塩素濃度と水温は 24時間周

期で小刻みに変動しながら値が推移した一

方で、電気伝導度は大きな変動が数回発生

する変動傾向を示した。水温が高い時に残

留塩素濃度が低く、水温の低下に伴って残

塩素濃度が上昇する傾向が観察された。本

研究では、任意時刻における浄水場出口の

残留塩素濃度と給水地点の残留塩素濃度の

差を「残留塩素低減量」として、電気伝導度、

水温および残留塩素低減量を LSTMの入出

力値に用いた。管路内の滞留時間に時間周

期性があると仮定し、滞留時間の周期変動

も加味した残留塩素低減量を評価する。電

気伝導度および水温は、正規分布として平

均 0、分散 1 になるように一般標準化した

ものを入力値として用いた。

LSTMモデルの概念を図-2に示す。LSTM

は、現時刻を tとしたとき、時刻 t-Lから時

刻 tまでのデータを使用して、時刻 t+Mの

データを予測する。このとき、L をブロッ

ク、Mを予測時間と定義する。本研究では、

活性化関数に ReLU、ネットワーク重みに

Adam を使用した。バッチサイズは 32、エ

ポック数は 50、ノード数は 1024とした。学

習関数、エポック数、ノード数を複数検討

したが、どの組み合わせでもモデル精度に

大幅な変化がなかった（データは非表示）。

ブロックとして、12、24、48および 168時

間（7日間）の 4条件を検討した。

データセットを目的に応じて任意の割合

でモデル構築用の学習データとモデル精度

検証用のテストデータに分割した。本研究
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で使用した学習データおよびテストデータ

数を表-1 中にまとめる。モデルの構築・検

証は、tensorflow 1.13.1を用いて、CPU：intel 

core i9 9900KF、GPU：Nvidia GeForce RTX 

2080 Tiを搭載したワークステーションにて

計算した。

モデル精度の評価方法 

残留塩素低減量予測モデルの精度は、式

1に示す二乗平均平方根誤差（RMSE）によ

り評価した。

= (実測値 予測値) （式 1）

残留塩素濃度の連続測定装置の検出限界

値 0.05 mg/Lを勘案して、±0.025 mg/Lを許

容誤差範囲とし、この範囲内に予測結果の

最大値が収まることをモデル構築にあたっ

ての目標とした。

C. 結果と考察 

ブロックサイズがモデル精度に与える影響 

データセット A中、入力を残留塩素低減

量、電気伝導度および水温とし、出力を 6時

間後の残留塩素低減量とした際に、ブロッ

クサイズがモデル精度に及ぼす影響を検討

する。なお、モデル構築には、表-1 に示し

たデータセット Aの全データのうち、学習

データとして 2018 年 7 月 1 日 6:00 から

2020年 3月 31日 17:30までの 29833個のデ

ータをモデル構築に、テストデータとして

2020年 3月 13日 18:00から 2020年 6月 30

日 17:30までの 5255個のデータを精度の評

価に使用した。

図-5に上和田給水地点および西谷給水地

点におけるブロックサイズと RMSEの関係

を示す。図-5を見ると、ブロックが 12 48

時間において、すべてのプロットが目標精

度である実測値±0.025 mg/L 以内に収まっ

ていた。特に、ブロックを 24時間に設定し

た際に、最も高い精度が得られた。この結

果は、図-3 に示すように、対象とした地域

では、水質変動パターンが 24時間周期であ

ることに起因すると考える。本研究では、

以後の検討において、モデル構築時のブロ

ックを 24時間に設定した。

図-5中、上和田給水地点と西谷給水地点

を比較すると、どの条件も上和田給水地点

がより低い予測精度を示した。上和田給水

地点は浄水場から比較的近く、残留塩素濃

度低減量が低いことから測定誤差が大きく

なったものと推測する。

上和田給水地点および西谷給水地点のブ

ロックを 168 時間に設定した際、および西

谷給水地点のブロックを 48 時間に設定し

た際に、モデルの出力が出来なかった。こ

れはパラメータが複雑になったことで、モ

デルが収束しなかったことが原因と考えら

れる。

予測期間がモデル精度に与える影響 

モデルの出力となる予測期間は、浄水場

職員からヒアリングした上で、3、6、12お

図-5 ブロックサイズと予測誤差の関係
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よび 24時間をそれぞれ検討した。本研究で

対象とした給水地点は、平均的な滞留時間

が 6 時間程度であることが事前調査で明ら

かになっている。予測結果に応じて浄水場

出口での次亜塩素酸の注入制御を実施する

には、6時間先の予測結果が少なくとも必要

となる。

データセット A中、入力を残留塩素濃度

低減量、電気伝導度および水温とし、出力

を 3、6、および 12時間先の残留塩素濃度低

減量とした際のモデル精度を図-6 に示す。

両方の給水地点共に、予測時間の増加に伴

って精度が徐々に悪化する傾向が得られた。

予測時間を 12時間に設定した際に、RMSE

は 0.020 mg/Lを示したが、実測値と予測値

の散布図（図-7）から、一部のプロットにお

いて、実測値±0.025 mg/L から逸脱する点

が観察された。予測時間を 6 時間に設定し

た際（図-8）に、すべてのプロットが実測値

±0.025 mg/L 以内に収まったことから、よ

り高い精度で予測するには、予測時間 6 時

間が望ましいことが分かる。また、図-5と

同様に、図-6中、上和田給水地点は西谷給

水地点と比較して、どの条件でもより低い

予測精度を示した。以上の結果から、現場

で必要とされる 6 時間先の残留塩素濃度低

減量を予測できることが示された。

井上ら 12)は、天候、水量、水質および初

期残留塩素濃度を入力としたニューラルネ

ットワークにより、予測誤差 0.0806mg/Lを

達成した。松本ら 13)は、機械学習と化学反

応モデルのハイブリッド化により、予測値

誤差 0.048mg/L を達成した。本研究で構築

した 6 時間先の残留塩素濃度低減量を予測

するモデルの予測誤差は 0.008 mg/Lであり、

LSTM による予測精度は上述した既存の機

械学習モデルと比較してより高いことが示

された。

入力項目が予測精度に与える影響 

これまで、入力には残留塩素濃度低減量

の他、一般的な水質項目である電気伝導度

と水温も使用してモデルを構築してきた。

続いて、モデル構築に最小限必要となる項

目を検討するために、各項目の予測精度に

対する影響を分析した。

データセット Aを対象として、入力項目

中、残留塩素濃度低減量、電気伝導度およ

び水温から、電気伝導度を削除した場合、

水温を削除した場合、電気伝導度と水温を

削除した場合の 4条件で 6 時間後の残留塩

図-6 予測時間と予測誤差の関係

図-7 上和田給水地点における 12時間後の

残留塩素低減量予測モデルの精度
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素濃度低減量を予測するモデルを構築し、

予測精度を比較した結果を図-9に示す。

図-9の通り、入力項目を 3項目（残留塩

素濃度低減量、水温、電気伝導度）から 1項

目（残留塩素濃度低減量）に減らした際に、

RMSE に大差が見られなかったことから、

水温と電気伝導度がモデル精度に及ぼす影

響が小さいことが分かる。残留塩素濃度低

減量を予測する物理モデルについて検討す

る既往研究において、水温や電気伝導度を

環境因子とする研究 1) 7)が散見されるが、

LSTM により構築したモデルは、これらの

環境因子を参照せずに、残留塩素濃度低減

量の経時変化のトレンドを捉えることで、

将来を予測していると推測される。本研究

により、予測モデルの構築にあたって、残

留塩素低減量の情報のみで、十分な精度の

モデルが構築できることが明らかになった。

データ量が予測精度に与える影響 

モデル構築に必要となるデータ量（デー

タ蓄積期間）について検討する。データセ

ット Bを対象として、入力項目を残留塩素

濃度低減量として、6時間後の残留塩素濃度

低減量を予測するモデルを構築した。なお、

モデル構築には、表-1 に示したデータセッ

ト Bの全データのうち、学習データとして

2014年 4月 1日 00:00から 2019年 3月 31

日 23:59 までのデータをモデル構築に、テ

ストデータとして 2019年 4月 1日 00:00か

ら 2020 年 3月 31 日 23:59 までのデータを

精度の評価に使用した。

モデル構築にあたって、年度毎に使用す

るデータを 12ヶ月分から 1ヶ月ずつ減少す

ることで、データ量がモデル精度に及ぼす

影響を検討した。なお、データセット B中、

異常値の出現にあたって、年および月に偏

りがないことを確認している。データの減

量については、3 月から 4 月にかけて 1 ヶ

月ずつ減らした P1 と 4 月から 3 月にかけ

て 1ヶ月ずつ減らした P2について、それぞ

れ検討した。2014 年から 2018 年の 5 年分

実施した際の平均値を図-10 および図-11

に示す。

上和田給水地点（図-10）および西谷給水

地点（図-11）共に、3月から前年の 4月ま

図-8上和田給水地点における 6時間後の残

留塩素低減量予測モデルの精度

図-9 入力項目が予測精度に及ぼす影響
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で 1 ヶ月ずつ遡って学習データを減少した

際（P1）に、4ヶ月分まで同程度の精度を維

持した一方で、3ヶ月分になると急激に精度

が悪化した。この傾向は、4月から 3月まで

1ヶ月毎データを減らした際（P2）でも同様

の傾向が観察された。これらのことから、

本研究で使用したデータについて、最低で

も 4 ヶ月間の学習データが必要となること

が示唆された。

西谷給水地点（図-11）において、P1条件

下で 4 ヶ月間（12 月～3月）学習した際の

モデル精度が他の結果と比較して顕著に低

いことがわかる。おそらく 12月から 3月の

データが他とは異なるトレンドを示したこ

とが原因と考える。これらの結果から、デ

ータによってモデル精度が変化することが

明らかになったと共に、モデル構築に用い

るデータによっては、さらに長期間のデー

タセットを用いてモデル構築を行う必要性

が示された。

学習データの質が予測精度に与える影響 

本研究で用いたデータでは、精度の高い

モデル構築に 4 ヶ月間の学習データが必要

となることが明らかになった。4ヶ月間の学

習データについて、開始月と終了月を変化

させてモデル構築することで、精度の悪化

を誘発するデータ群を探索した。

1 年のデータを 4 ヶ月毎に区切ることで

12パターンの学習データを準備し、モデル

構築に用いた。2014 年から 2018 年の 5 年

間について年度毎にモデルを構築し、各パ

ターンにおける精度の平均値を算出した。

予測には、入力値、出力値共に残留塩素濃

度低減量を用いた。

図-10 上和田給水地点における学習データ

数が予測精度に及ぼす影響

図-11 西谷給水地点における学習データ数

が予測精度に及ぼす影響

図-12 上和田給水地点における学習データ

の時期が予測精度に及ぼす影響
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上和田給水地点の結果を図-12、西谷給水

地点の結果を図-13に示す。4ヶ月間の学習

データであっても、用いたデータ期間によ

って精度が異なることが明らかになった。

本研究では、上和田給水地点、西谷給水地

点共に、4 月から 7 月の 4 ヶ月間のデータ

を学習データとして使用した際に、最も高

い精度が得られた。一方で、上和田給水地

点では 6月から 9 月にかけて夏期間のデー

タ、西谷給水地点では 11月から 2月にかけ

て冬期間のデータを学習データとして使用

した際に、モデル精度が低くなることが明

らかになった。

精度に影響する学習データ特性を検討す

るため、特に精度が高いモデルおよび低い

モデル構築に用いた学習データについて、

最大値、最小値、中央値、四分位値をそれぞ

れ算出した結果を図-14に示す。

テストデータとして、本研究では 2019年

のデータを用いたが、特に精度が高かった

4 月から 7 月のデータの分布とテストデー

タの中央値、四分位値がほぼ一致している

ことがわかる。一方で、精度が低かった学

習データは、中央値、四分位値がテストデ

ータと大きくずれていた。これらの結果か

ら、モデルの適用にあたって、学習データ

とテストデータの中央値、四分位値を比較

することで、モデルの適否を迅速に評価で

きる可能性が示唆された。

モデル構築アルゴリズムの汎用性評価 

LSTM モデル構築アルゴリズムの汎用性

を検証するため、沖縄県企業局より取得し

たデータセット Cを用いて、ブロックサイ

ズを 24時間、予測時間を 6時間として同様

図-13 西谷給水地点における学習データの

時期が予測制度に及ぼす影響

図-14 高精度および低精度モデルの学習デ

ータの特性

図-15 各調整池における予測誤差
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に予測モデルを構築した。

図-15 にそれぞれの調整池地点における

RMSEを示す。図-15を見ると、すべての調

整池において目標精度である実測値±

0.025 mg/L以内に収まっていた。図-15中、

金武調整池地点は他の条件より低い予測精

度を示した。金武調整池は石川浄水場と久

志浄水場の間に位置しており、流量の変化

が大きく、予測精度が低くなったものと推

測する。

続いて、モデル構築に必要となるデータ

量（データ蓄積期間）とデータの質が予測

精度に与える影響について検討する。デー

タセット Cのうち、学習データとして 2019

年 4 月 1 日 00:00 から 2020 年 3 月 31 日

23:59までのデータをモデル構築に、テスト

データとして 2020 年 4 月 1 日 00:00 から

2021年 3月 31日 23:59までのデータを精度

の評価に使用した。モデル構築にあたって、

使用するデータを 12ヶ月分から 1ヶ月ずつ

減少することで、データ量がモデル精度に

及ぼす影響を検討した。データの減量につ

いては、3 月から 4 月にかけて 1 ヶ月ずつ

減らした P1 と 4 月から 3 月にかけて 1 ヶ

月ずつ減らした P2について、それぞれ検討

した。P1の結果を図-16、P2の結果を図-18

に示す。また、図-16中、RMSEの最大値を

0.055 mg/Lとした結果を図-17に示す。

図-16、18より、具志川調整池、および金

武調整池において、1ヶ月ずつ学習データを

減少した際（P1、および P2）に、4 か月分

まで同程度の精度を維持した一方で、3ヶ月

分になると急激に精度が悪化した。また、

山城調整池、および東恩納調整池は１ヶ月

分になると急激に精度が悪化した。具志川

図-16 各調整池における学習データ数が予

測精度に及ぼす影響（P1）

図-17 各調整池における学習データ数が予

測精度に及ぼす影響（P1・縦軸拡大）

図-18 各調整池における学習データ数が予

測精度に及ぼす影響（P2）
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調整池、および金武調整池と、山城調整池、

および東恩納調整池は異なる傾向が得られ

た。これらの結果から、神奈川県内広域水

道企業団と同様に、データによってモデル

精度が変化することが明らかになった。

D. 結論 

本研究では、時系列の濃度変化の傾向を

長短期記憶ネットワーク（LSTM）アルゴリ

ズムにより学習することで、数時間先の残

留塩素濃度を推測できる予測モデルの構築

を目的とした。また、他の自治体での適用

可能性を示すためにモデルの構築に必要最

小限のデータ量を検討した。

モデル構築にあたって最適なブロックは

24 時間であり、誤差目標値±0.025 以下に

収めるには、予測時間を 6 時間以下にする

必要があることが判明した。

モデル構築に必要最小限のデータ量は 4

月～7 月の 4 ヶ月間の残留塩素濃度低減量

であることがわかった。この期間のデータ

を学習データに用いたとき、高い精度のモ

デルが構築できた。以上より残留塩素濃度

の 1 時間間隔の時系列データが 4ヶ月分準

備できれば、6 時間先の残留塩素濃度を

LSTMにより予測できることがわかった。
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Ⅱ. 厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）
「水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究」

分担研究報告書

水道システム全体を視野に入れた経済的な水質センサー及びデータ活用手法の開発等

研究分担者 三宅 亮 東京大学工学系研究科 教授

研究要旨

科学技術振興機構の戦略的創造研究推進事業において開発された小型水質計、及びそれに

続く厚生労働省科学研究費補助金における実証試験を通して明らかにした、実用化に必要な

性能諸元等の要件をベースに、センサーデータのポスト処理の品質を確保しつつ、経済的な

センサーを提案するために、計測の簡素化方法、及びそれを可能とする水質計を提案・検証

し、データ伝送・活用方法の提案を目的として、令和３年は、提案に基づき試作した簡素な

水質計を民間施設における給水地点に設置、原理評価を実施、課題の抽出、それに基づく改

良を実施した。

研究目的

水道システム全体を視野に入れた経済的な

水質センサー及びデータ活用手法の開発等

を行う。具体的には科学技術振興機構の戦略

的創造研究推進事業において開発された小

型水質計、及びそれに続く厚生労働省科学研

究費補助金における実証試験を通して明らか

にした、実用化に必要な性能諸元等の要件を

ベースに、計測の簡素化方法、及びそれを可

能とする水質計を提案・検証し、データ伝送・

活用方法の提案を目的とする。以上の目的を

受けて、令和３年は、提案に基づき試作した

簡素な水質計を民間施設における給水地点

に設置、原理評価を実施、及び課題の抽出と

それに基づく改良を実施した。

研究方法

図１に示すように、試作した簡素化水質計

を神奈川県相模原市の民間施設における給

水地点に設置、原理評価を実施した。その結

果、水質計の耐水対策が不十分、かつ外部へ

の微小な配線孔等の隙間から徐々に分析ユ

ニット内部へ水が浸透し電気系へ影響を及ぼ

す等の課題が発生した。そこで耐水構造の見

直しや、ユニット内へ繋がる配線を最小とす

るために電子回路基板の極小化・内蔵化を進

めることとした。

図１．簡素化水質計による評価実験 

また、本倒立型の水質計は水頭圧にて試料

液を導入しているため、外乱や外部からの気

泡の侵入により導入流量や試薬添加量が変

動することが懸念された。そこで DPD試薬
の発色波長域（赤色）と異なる波長域の色素

（ブリリアントブルーFCF）を試薬パック添
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加、本色素由来の透過光量変化の信号から、

試料水の流量変動や、試薬の添加プロファイ

ルを求め、塩素由来の信号値を補正する方式

を新たに提案し、これらのアルゴリズム及び

伝送データ量の低減のための計算アルゴリズ

ムを備えたプログラムコードを開発した。

研究成果

防水・耐水構造を施し、また電子回路基板

の分析ユニット内蔵化を図った第二次の改良

水質計の外観写真を図２に示す。本水質計の

試薬パックには補正用の青色色素が混入され

ている。直径で 60 ㎜、高さ約 350 mmまで
小型・簡素化した。これらの改良により外部

からの水侵入は無くなった。

図２．二次改良機の構成と外観 

次に、ブリリアントブルーFCF色素による
塩素由来の信号値を補正する方式の評価を

実施した。補正した分析結果の一例を図３に

示す。

図３．色素を用いた補正結果例 

大きく変動している元来の信号値（最上段）

に、色素からの吸光度信号を用いた信号強度

補正や流速変化を加味した補正を加えること

で安定した吸光度信号値（最下段）を得るこ

とに成功した。

また図４に示すように、気泡等の影響で信

号値が著しく低下した場合に、遠隔にて自動

的に気泡除去動作を行う系を開発した。また

伝送データ量の低減を目的に計算処理回路

を組み込んだゲートウェイの製作及び IoT向
けのクラウド公衆サービスへの自動でのデー

タ転送系を構築し、動作を確認した。

図４．気泡除去制御及び信号処理・伝送系 

以上に加えて、水質センサーの代替案で

ある電極センサーを試作した。電極や配線

は、樹脂ポリイミドフィルム上をパターン

に沿ってレーザー溶融することによって簡

易に形成可能とした。

考察

水質計においては、長期的には貯留槽から

分析ユニットに至る流路内への汚れや詰まり

等により流動抵抗が増加、流量が変化する可

能性もあり、これらの変化については、継続

的に検証、また、それらの変動を想定したア

ルゴリズムの修正を適宜実施している。また

高温環境や屋外環境など実環境での中長期

での設置評価にて検証する予定である。一方、

電極センサーについては、図２に示す二次改

良機の水質計本体部に実装し、試薬による湿

式分析との相関性の確認、相補的活用法につ

いて検証予定である。
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結論

センサーデータのポスト処理の品質を確保

しつつ、経済的なセンサーを提案するために、

既開発の湿式水質計の採取部と分析ユニッ

ト部を一体化した構成を提案、令和３年は、

提案に基づき試作した簡素な水質計を民間

施設における給水地点に設置、原理評価を実

施及び課題の抽出、それに基づく改良を実施

した。
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                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名  安藤 茂         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名  水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 主幹 浄水技術部長                                 

    （氏名・フリガナ） 市川 学・イチカワ マナブ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 令和４年３月２８日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                              
                   
                               機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究           

３．研究者名  （所属部署・職名）生活環境研究部・上席主任研究官                  

    （氏名・フリガナ）島﨑 大・シマザキ ダイ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和４年 ５月 １６日 
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名  関東学院大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  小 山 嚴 也      
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                       

２．研究課題名  水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究           

３．研究者名  （所属部署・職名） 理工学部・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 鎌田 素之・カマタ モトユキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和４年５月２４日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                             機関名 中央大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  河合 久        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名  水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 理工学部・教授                         

    （氏名・フリガナ） 山村 寛・ヤマムラ ヒロシ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講  ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ４年 ５月 ９日 
                                         
国立保健医療科学院長 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立大学法人東京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 藤井 輝夫        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                                 

２．研究課題名 水道の基盤強化に資する技術の水道システムへの実装に向けた研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院工学系研究科・教授                                  

    （氏名・フリガナ）三宅 亮（ミヤケ リョウ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 
有 □ 無 ■（無の場合はその理由：今年度の COI委員会に置いて未審査のた

め、次年度の委員会で審査を受ける。7 月頃に審査終了予定。） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


